
 
  

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成19年６月26日

【事業年度】 第139期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

【会社名】 神栄株式会社

【英訳名】 SHINYEI KAISHA

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  新   尚 一

【本店の所在の場所】 神戸市中央区京町77番地の１

【電話番号】 神戸(078)392－6911番

【事務連絡者氏名】 経営企画部長  山 内   浩

【最寄りの連絡場所】 神戸市中央区京町77番地の１

【電話番号】 神戸(078)392－6911番

【事務連絡者氏名】 経営企画部長  山 内   浩

【縦覧に供する場所】 神栄株式会社 東京支店

 (東京都港区芝二丁目28番８号 芝二丁目ビル内)

神栄株式会社 大阪支店

 (大阪市北区梅田一丁目３番１－700号大阪駅前第１ビル内)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社大阪証券取引所

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第139期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 従業員数については、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第135期 第136期 第137期 第138期 第139期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 53,517 51,565 50,253 48,750 51,352

経常利益 (百万円) 690 1,198 1,492 1,132 666

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △189 506 687 549 363

純資産額 (百万円) 2,855 4,045 4,642 5,951 5,736

総資産額 (百万円) 25,721 24,780 25,249 27,696 28,556

１株当たり純資産額 (円) 72.11 102.18 117.29 150.35 144.94

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純 
損失(△)

(円) △4.79 12.78 17.37 13.89 9.19

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.1 16.3 18.4 21.5 20.1

自己資本利益率 (％) △6.2 14.7 15.8 10.4 6.2

株価収益率 (倍) ― 16.4 23.9 27.4 31.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,873 2,329 697 △1,235 604

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △181 123 △347 △451 △176

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,632 △2,819 56 1,157 △142

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 1,986 1,560 1,956 1,483 1,783

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
697 

(151)
675

(254)
637

(266)
658 

(228)
641

(241)



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第139期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 従業員数については、他社への出向者を除く就業人員数を表示しております。なお、臨時従業員数について

は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

５ 第139期の１株当たり配当額７円には、創立120周年記念配当２円を含んでおります。 

  

回次 第135期 第136期 第137期 第138期 第139期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 42,490 40,100 37,449 40,054 43,417

経常利益 (百万円) 450 950 1,406 1,095 486

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △285 367 577 643 251

資本金 (百万円) 1,980 1,980 1,980 1,980 1,980

発行済株式総数 (株) 39,600,000 39,600,000 39,600,000 39,600,000 39,600,000

純資産額 (百万円) 2,856 3,995 4,497 5,821 5,460

総資産額 (百万円) 24,757 24,457 24,962 27,998 28,552

１株当たり純資産額 (円) 72.15 100.92 113.62 147.08 137.96

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

1.50 
(―)

3.00
(―)

5.00
(―)

5.00 
(―)

7.00
(―)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純 
損失(△)

(円) △7.22 9.29 14.59 16.25 6.36

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.5 16.3 18.0 20.8 19.1

自己資本利益率 (％) △9.3 10.7 13.6 12.5 4.5

株価収益率 (倍) ― 22.6 28.5 23.4 45.0

配当性向 (％) ― 32.3 34.3 30.8 110.0

従業員数 (名) 223 202 156 175 175



２ 【沿革】 

  

 

明治20年５月 有限責任神栄会社として資本金15万円で生糸問屋を主体に設立

明治26年６月 株式会社に組織変更し、社名を神栄株式会社と変更

大正４年４月 貿易部を設置し、繊維、雑貨等の輸出を開始

大正14年６月 社名を神栄生絲株式会社と変更

昭和３年５月 製糸業に進出

昭和４年６月 対米生糸輸出の拠点としてニューヨーク支店を設置

昭和17年３月 電機部門に進出、コンデンサの製造を開始

昭和22年８月 戦後、貿易再開により輸出入業務を再開

昭和23年９月 関東地区の商圏拡充を図るため東京支店を設置

昭和24年５月 東京、大阪証券取引所に株式を上場登録

昭和26年４月 神戸、横浜両生糸取引仲買人として営業を開始

昭和28年10月 日中貿易民間協定調印後、直ちに中国貿易を開始

昭和33年12月 米国ニューヨークに現地法人Shinyei Company, Inc.を設立して、対米輸出入業

務の円滑化を図る

昭和41年８月 子会社である神栄電機㈱と大分製絲㈱を吸収合併し、社名を神栄株式会社と変更

昭和42年４月 本社新社屋を神戸市中央区京町に竣工

昭和45年１月 大阪支店を設置し、繊維部門の拠点を拡充

昭和54年５月 Shinyei Company, Inc.を解散し、Shinyei Corp. of Americaを設立

昭和58年３月 生糸生産を中止し、商事部門、電機部門を拡充

昭和60年９月 九州シンエイ電子㈱を設立し、電子部品・基板の組立加工を開始(現・連結子会

社)

昭和62年５月 創立100周年を迎える

昭和62年11月 当社住関連事業部の業務の一部を引継ぎ、エスケー建材工業㈱を設立

平成元年５月 シンガポールに現地法人Shinyei Singapore Pte. Ltd.を設立、東南アジアにお

けるコンデンサの販売を強化

平成元年６月 神戸市西区に中央研究所を設置

平成４年７月 マレーシアに現地法人Shinyei Kaisha Electronics(M)SDN. BHD.を設立、コンデ

ンサの製造開始(現・連結子会社)

平成５年７月 国内におけるコンデンサの生産を全面的に子会社長野シンエイ㈱に移管し、社名

をシンエイ電子部品㈱に変更

平成６年８月 シンエイ電子部品㈱へ従業員166名が移籍

平成７年１月 阪神・淡路大震災により本社社屋が倒壊

平成７年６月 本店を神戸市中央区東町に移転

平成９年12月 中国における事業の拡大のため、現地法人神栄(上海)貿易有限公司を設立(現・

連結子会社)



 
  

平成10年１月 米国サンディエゴに現地法人Shinyei Electronics Corp. of Americaを設立、米

国におけるコンデンサの販売を強化

平成10年３月 新本社ビルを元の神戸市中央区京町に再建

平成10年４月 新本社ビルにて営業開始

平成10年７月 エスケー電子㈱を設立し、液晶ディスプレイ装置の製造を開始(現・連結子会社) 

米国デラウエア州に、Shinyei Corp. of America及びShinyei Electronics 

Corp. of Americaの持株会社としてShinyei USA Corp.を設立

平成11年４月 エスケーエルテック㈱を設立し、照明バックライト等の販売を開始

平成11年12月 シンエイ電子部品㈱を解散

平成12年１月 コンデンサ事業再編の一環として神栄コンデンサ㈱を設立(現・連結子会社) 

神栄商事㈱をエスケー建材工業㈱に合併

平成12年12月 住・物資関連事業の事業領域拡大のため㈱新協和の株式を100％取得し子会社化

(現・連結子会社)

平成13年２月 電子関連事業の事業領域拡大のため吉田精機㈱の株式を100％取得し子会社化

(現・連結子会社)

平成14年１月 コンデンサ関連子会社（神栄コンデンサ㈱、Shinyei Singapore Pte. Ltd.及び

Shinyei Kaisha Electronics(M)SDN. BHD.）の統括管理を行うためエスケーシー

㈱を設立

平成14年４月 建築資材の卸売をエスケー建材工業㈱に移管し、社名を神栄マテリアル㈱に変更

(現・連結子会社)

平成14年11月 繊維関連事業の事業領域拡大のため㈱ヴォイス・オブ・エスケーを設立し、婦人

服の販売を開始

平成15年２月 住・物資関連事業の事業領域拡大のため藤倉商事㈱の株式を100％取得し子会社

化(現・連結子会社)

平成15年３月 電子関連事業の事業再編のためエスケーエルテック㈱をエスケー電子㈱に合併

平成15年４月 当社グループ全般の業務受託会社として神栄ビジネスエンジニアリングサービス

㈱を設立(現・連結子会社)

平成15年12月 Shinyei USA Corp.  は米国の仕入・販売拠点再編のため、子会社のShinyei 

Corp. of America 及びShinyei Electronics Corp. of Americaを吸収合併し、

社名をShinyei Corp. of America (S.C.A.)に変更(現・連結子会社)

平成16年８月 電子関連事業において、コンデンサ事業を営む神栄コンデンサ㈱が事業統括会社

であったエスケーシー㈱を吸収合併

平成17年３月 

平成17年４月

㈱ヴォイス・オブ・エスケーを解散 

Shinyei Singapore Pte. Ltd.を解散



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社12社で構成されており、繊維関連商品、食品関連商品及び住・物資関

連商品の卸売業並びに電子関連製品の製造・組立・販売を主な事業としております。 

当社グループの事業に係る位置付け及び当該事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりでありま

す。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

 
(注) １ 上記関係会社は、連結子会社であります。 

２ 上記のほか、関西通商㈱(休眠会社)があります。 

３ 神栄コンデンサ㈱は、Shinyei Kaisha Electronics(M)SDN.BHD.の親会社であります。 

４ 平成19年４月１日付で九州シンエイ電子㈱を存続会社として、神栄コンデンサ㈱、エスケー電子㈱及び吉田

精機㈱が合併しております。なお、同日付で九州シンエイ電子㈱は神栄テクノロジー㈱に商号変更し、神栄

コンデンサ㈱、エスケー電子㈱及び吉田精機㈱は消滅いたしました。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称

事業内容 当社及び主な関係会社

繊維関連事業 繊維製品、原糸の卸売

国内 当社

海外
Shinyei Corp. of America 

神栄(上海)貿易有限公司

食品関連事業
冷凍食品、水産物、農産物の輸出入
及び国内販売

国内 当社

海外 Shinyei Corp. of America

住・物資関連事業

金属製品、機械機器、電気製品、 

建築資材、生活雑貨の卸売 

建築工事の施工、不動産賃貸 

損害保険代理店業務 

建築金物製造販売

国内

当社 

神栄マテリアル㈱ 

㈱新協和 

藤倉商事㈱ 

神栄ビジネスエンジニアリングサービス㈱

海外 Shinyei Corp. of America

電子関連事業

コンデンサ、湿度センサ、 

環境機器、電気製品、 

電子部品の製造・組立・販売 

測定機器製造販売

国内

当社 

神栄コンデンサ㈱ 

九州シンエイ電子㈱ 

エスケー電子㈱ 

吉田精機㈱

海外

Shinyei Corp. of America 

Shinyei Kaisha Electronics  

(M)SDN.BHD.



事業系統図を示すと次のとおりであります。 
  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 上記関係会社は、すべて連結子会社であります。 

２ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

３ 特定子会社であります。 

４ 上記子会社のうち有価証券報告書を提出している会社はありません。 

５ 議決権の所有割合欄の( )は、間接所有しているものを内書しております。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 

(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

Shinyei Corp.of America 
(注)３

New York,NY,U.S.A.

US$

2,700千

繊維関連事業
食品関連事業 
住・物資関連 
事業 
電子関連事業

100.0

当社の米国における仕入・
販売の拠点 
銀行借入の保証 
役員の兼任２名(うち当社 
従業員２名)

神栄(上海)貿易有限公司 中国上海市

US$

300千 繊維関連事業 100.0
当社商品の仕入 
役員の兼任５名(うち当社
従業員５名)

神栄マテリアル㈱ 神戸市中央区 100
住・物資関連
事業

100.0

当社商品の仕入・販売 
土地・建物の賃借 
当社本社ビルの管理 
運転資金の貸付 
建物・機械の賃貸 
役員の兼任１名(うち当社
従業員１名)

㈱新協和 大阪府東大阪市 48
住・物資関連
事業

100.0
建物の賃貸 
役員の兼任２名(うち当社 
従業員２名)

藤倉商事㈱ 大阪府八尾市 90
住・物資関連
事業

100.0
役員の兼任３名(うち当社
従業員３名)

神栄ビジネスエンジニアリング
サービス㈱

神戸市中央区 10
住・物資関連
事業

100.0

当社業務の委託 
建物の賃貸 
役員の兼任１名(うち当社 
従業員１名)

九州シンエイ電子㈱ 
(注)３

大分県中津市 400 電子関連事業 100.0

当社商品の製造 
運転資金の貸付 
役員の兼任３名(うち当社
従業員３名)

エスケー電子㈱ 京都府綾部市 160 電子関連事業 100.0

当社商品の製造 
土地・建物・機械の賃貸 
役員の兼任２名(うち当社 
従業員２名)

吉田精機㈱ 東京都台東区 10 電子関連事業 100.0

当社商品の製造  
運転資金の貸付 
役員の兼任２名(うち当社 
従業員２名)

神栄コンデンサ㈱ 
(注)３

長野県東御市 200 電子関連事業 100.0

当社商品の製造 
土地・建物・機械の賃貸 
運転資金の貸付 
役員の兼任１名(うち当社 
従業員１名)

Shinyei Kaisha 
Electronics(M)SDN.BHD. 
(注)３

Johor Bahru,Johor, 
MALAYSIA

M．RING

7,040千 電子関連事業
100.0
(100.0)

当社商品の製造 
銀行借入の保証  
役員の兼任１名(うち当社 
従業員１名)



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、他社への出向者59名は含んでおりません。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

神栄労働組合は、昭和24年９月に結成され、現在一部の子会社の労働組合とともに全神栄労働組合を

結成し、UIゼンセン同盟に加盟しています。平成19年３月末現在全神栄労働組合の組合員数は302名で

あります。なお、労働組合との関係で特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

繊維関連事業
48
(4)

食品関連事業
56
(2)

住・物資関連事業
75
(12)

電子関連事業
402
(216)

全社(共通)
60
(7)

合計
641
(241)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

175 39.1 13.8 6,443



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度中の世界経済は、住宅投資が大きく落ち込んだものの、好調な在庫投資や個人消費に

支えられ、全体としては底堅く推移した米国や、不動産投資の引き締めがあったものの製造業を中心に

輸出が好調であった中国、また、外需に依存する傾向ながら設備投資・個人消費の下支えもあって回復

基調にある欧州など、総じて堅調に推移しました。 

一方、日本経済も、消費にやや弱さがみられたものの、円安基調のもと輸出が好調に推移する一方

で、依然、設備投資が堅調に推移したことから、景気は緩やかな拡大基調にありました。 

このような経済環境を背景に、当社グループは、すべての分野において、事業規模の拡大と事業構造

の改革に向けた取り組みを進めてきました。その結果、売上高は電子関連事業を除くすべてのセグメン

トにおいて増加し、グループ全体では、前連結会計年度比5.3％増の51,352百万円となりました。 

利益面では、原油価格高騰、人民元高および円安による仕入コストの上昇や、保管料および運送費な

どの販売費の増加を販売価格に十分に浸透できず、セグメント別の営業利益は、食品関連事業で減益と

なる一方で、繊維関連事業、住・物資関連事業、電子関連事業で増益となりましたが、全体の営業利益

は情報戦略投資としての新情報システム導入に伴う償却負担により一般管理費が増加して、前連結会計

年度比36.4％減の861百万円、経常利益は前連結会計年度比41.2％減の666百万円となりました。また、

特別損益は、土地活用による受取開発負担金および固定資産売却益などによる98百万円の特別利益と、

土地活用関連費用および電子部門再編に伴なう整理損などによる129百万円の特別損失を計上し、その

結果、当期純利益は前連結会計年度比33.8％減の363百万円となりました。 

  
① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

繊維関連事業 
  

アパレル業界におきましては、冷夏・暖冬といった天候不順の影響により需要が伸び悩みました。ま

た、低価格志向や高級志向など、消費者の嗜好やニーズが多様化する中、中国等を生産基地としたグロ

ーバル化がさらに進み、市場における競争はますます厳しさを増しています。 

この様な中、当社グループの繊維関連事業は、中国における新たな生産基地の発掘や品質管理体制の

強化、さらにはローコストオペレーション体制構築に向けた中国現地への業務移管や物流改革を進める

一方で、新商材の開発や新たな販路の開拓、ブランド品の拡大など新規事業の構築を図ってまいりまし

た。 

アパレル分野では、売上高は増加しましたが、昨年来の原油価格の高騰や人民元の切り上げによる仕

入れ価格の上昇を受け、営業利益は減少しました。 

レッグウエア分野は、生産管理の強化と物流システムの見直しが奏功し、売上高、営業利益とも増加

しました。 

ニット・レース分野では、婦人ニットが好調に推移したことから、売上高、営業利益とも増加しまし

た。 

その結果、繊維関連事業の売上高は16,347百万円（前連結会計年度比105.8％）、営業利益は367百万

円（前連結会計年度比105.4％）となりました。 

  



食品関連事業 
  

食品業界は、消費者ニーズ・嗜好の多様化や生活様式の変化が一段と加速する中、「食の安全・安

心」に対する消費者の関心がかつてないほど高まる一方で、消費者の商品を見る目はますます厳しくな

っており、市場における競争は激しくなっています。 

冷食分野では、中国の各拠点と一体となったローコストオペレーションへの取り組みと、調理品など

新たな商品の開発による商品ラインアップの充実、またセールスプロモーションの強化を通じた販路開

拓が実を結び、売上高は引き続き増加しました。しかし、円安による仕入コストの上昇、原油高や冷凍

倉庫不足に起因した販売費増もあり、営業利益は減少しました。 

水産分野では、医療食や介護施設向けといった高付加価値に重点を置いた商品ラインアップの拡充

と、冷食分野との協働による販路拡大が貢献し、売上高は増加しました。一方で、健康食に対する関心

の高まりを背景に世界的に魚の需要が高まり原材料が高騰し、さらに人民元高・円安の影響も加わっ

て、営業利益は減少しました。 

農産分野では、主力である落花生が堅調に推移し、売上高、営業利益とも増加しました。 

その結果、食品関連事業の売上高は20,502百万円（前連結会計年度比107.7％）、営業利益は1,453百

万円（前連結会計年度比78.3％）となりました。 

  

住・物資関連事業 

  

建設業界では、原材料・燃料のコスト高の影響により建築資材価格が上昇し、また、地価反転の動き

が広がっていることや住宅金利の先高感から前倒しで住宅需要が発生し、新築住宅着工戸数は前年比で

増加しました。しかしながら、依然として激しい受注競争や価格競争が続いており、営業環境は楽観で

きない状況にあります。 

建築金物分野では、新商品の投入やお客さまに起点を置いたきめ細かな営業に加え、コスト抑制の取

り組みが収益に貢献し、売上高、営業利益とも増加しました。 

また、輸入ガラスをはじめとする建築資材分野では、不採算取引の見直しと新規顧客開拓、また調達

先の多様化を図りましたが、機能ガラスの開発の遅れなどが影響し、売上高、営業利益とも減少しまし

た。 

一方、産業資材分野では、中国でインフラ整備が強力に進められる中、中国向け建設機械が好調に推

移し、売上高、営業利益とも増加しました。 

その結果、住・物資関連事業の売上高は7,919百万円（前連結会計年度比107.0％）、営業利益は119

百万円（前連結会計年度比201.2％）となりました。 

  

電子関連事業 

  

電子関連業界は、液晶フラットパネルやプラズマテレビの一時的な在庫過多に起因して、生産調整が

行われたものの、依然デジタル家電が牽引役となり、堅調に推移しています。また、省エネや環境にや

さしいクリーンなエネルギー利用への消費者の関心や社会的なニーズが高まる中、オール電化などの市

場が拡大しつつあります。 

この様な中、当社グループが関連する電子部品業界では、大手メーカーの生産戦略や購買政策の見直

しが短期間で頻繁に繰り返される中、少量多品種生産や短納期対応への要請、あるいは、海外生産への

シフト等、価格競争がさらに激しくなってきています。 



コンデンサ分野では、照明分野向けの収益が安定的に推移する一方で、新規重点開拓市場としてきた

パワーエレクトロニクス分野への拡販が実を結んで、売上高は増加しました。また、利益面では、安価

材料の積極的な導入や、国内生産子会社から海外（マレーシア）生産子会社への製造移管によるコスト

ダウンもあり、営業利益は増加しました。 

センサ関連機器分野は、ホコリセンサなどの環境センサが好調に推移し、また、主力である湿度セン

サについても回復して、売上高、営業利益ともに増加しました。 

電子機器の製造受託分野は、従来の受託品の新規受注が伸び悩んで、売上高、営業利益ともに減少し

ました。 

その結果、電子関連事業の売上高は6,583百万円（前連結会計年度比96.1％）、営業利益は373百万円

（前連結会計年度比173.3％）となりました。 

なお、平成19年４月に、連結子会社同士の吸収合併、商号変更および当社からの事業譲渡を行い、当

社グループの電子関連事業を統合・集中しました。これにより、新製品開発に向けマーケティング機能

や開発機能を強化し、オペレーションの統合や資産の有効活用を通じたコストダウンに加え、海外生産

拠点の一層の強化を図って、収益力のさらなる向上を実現してまいります。 

  

② 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

日本 

  

当社グループのメイン市場である日本では、新規顧客の開拓や販路拡大に加え、商品開発などを進め

てきた結果、日本国内における売上高は48,280百万円（前連結会計年度比105.9％）と増加しました。

しかし、原油価格の高騰や円安による仕入コストの上昇分を、販売価格面で十分に吸収できず、営業利

益は2,054百万円（前連結会計年度比91.4％）となりました。 

  

東南アジア 

  

東南アジア市場における当社グループの主力は、電子関連事業におけるコンデンサ分野となります

が、国内生産子会社からマレーシアの生産子会社への製造移管をより一層進めたことにより、売上高は

545百万円（前連結会計年度比109.2％）、営業利益は105百万円（前連結会計年度比148.6％）といずれ

も増加しました。 

  

北米 

  

コンデンサ分野やセンサ分野を中心とした電子関連事業および食品関連事業が不調であったため、売

上高については、1,292百万円（前連結会計年度比89.6％）と減少しました。しかし、北米拠点の統廃

合などによる固定費削減効果により、営業利益は14百万円（前連結会計年度比1,368.0％）と増加しま

した。 

  



中国 

  

成長著しい中国市場におきましては、華南市場において、コンデンサ分野を中心に電子関連事業が好

調で、売上高、営業利益とも増加しました。 

また、華東市場においては、繊維関連事業における靴下関係が好調で売上高は増加しましたが、利益

率の低下により、営業利益はわずかながら減少しました。 

その結果、売上高は1,234百万円（前連結会計年度比101.1％）、営業利益は37百万円（前連結会計年

度比146.2％）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度中におきましては、売上債権の増加612百万円、たな卸資産の増加574百万円がありま

したが、仕入債務の増加865百万円、税金等調整前当期純利益636百万円および減価償却費505百万円の

計上などにより、営業活動によるキャッシュ・フローは、604百万円の増加（前連結会計年度は1,235百

万円の減少）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出372百万円などにより、176百

万円の減少（前連結会計年度は451百万円の減少）となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済による支出から短期借入れによる収

入を差し引いた483百万円の減少などにより、142百万円の減少（前連結会計年度は1,157百万円の増

加）となりました。 

その結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は300百万円増加（前連結会計年度は473百万

円減少）して、1,783百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ コンデンサと測定機器について記載しております。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ コンデンサと測定機器について記載しております。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績は、総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ セグメント間の内部売上高は控除しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)
前連結会計年度比 

(％)

電子関連事業 2,579 105.1

合計 2,579 105.1

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前連結会計年度比

(％)
受注残高(百万円)

前連結会計年度比
(％)

電子関連事業 2,619 108.0 274 129.9

合計 2,619 108.0 274 129.9

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)
前連結会計年度比 

(％)

繊維関連事業 16,347 105.8

食品関連事業 20,502 107.7

住・物資関連事業 7,919 107.0

電子関連事業 6,583 96.1

合計 51,352 105.3



３ 【対処すべき課題】 

(1) 当面の対処すべき課題の内容等 

当社グループの基本課題は、将来に向け継続的な成長を実現する礎となる企業力を、「創造・開発」

と「改革・革新」を基軸にさらに向上させていくことであります。これは、製品・商品や事業構造、サ

ービスやノウハウ・スキルに加え、これらを支える企業内システムやオペレーション、人財など当社グ

ループが築きあげてきたすべての経営資源につき、ニーズや社会的要請、時流を捉え、現状に満足する

ことなく一層の「磨き」をかけるとともに、スクラップアンドビルドを推し進め、企業価値をダイナミ

ックに向上・拡大していくことを意味するものであります。 

具体的には、市場やお客さま、株主の皆さまからの信頼と期待を受けて、「新しい価値の創造につと

め、豊かな社会づくりに貢献します」とする経営理念の実現に向け、将来にわたり企業価値を拡大して

いく確固とした収益構造と財務体質の構築を進めます。このためには、人財力と現場力の革新を起点

に、新規事業を創造し、事業規模の拡大と事業構造の改革を推し進める一方で、トータルコスト削減へ

の取り組みを強化し、収益力をさらに向上させてまいります。また、資本効率の向上や株主資本の充実

を果たし、財務体質の健全性をより高め、市場やお客さま、株主の皆さまの信頼と期待に応えていく企

業を目指します。 

  

(2) 当社株式の大規模な買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について 

当社は1887年（明治20年）の創業以来、時流を捉え、環境変化に適応し、「新しい価値の創造につと

め、豊かな社会づくりに貢献します。」を経営理念に、お客さまや市場の高い評価と信頼を勝ち得て進

化してまいりました。 

当社の創業の大意は、「誠実と信用をもって、社会に奉仕する使命と責任」にあります。現在に至る

まで承継されてきた経営理念を具体化するため、あらゆる創造力と実行力の結集・積み重ねの上に形成

された独自の企業文化は、お客さまに対しては、他社とは異なる独自の高付加価値の提供を可能として

おり、また、株主の皆様に対しては、キャッシュフロー水準を向上させることによって財務体質を強固

なものとすることを可能としております。その結果、それぞれの価値を連結し、企業価値を高める原動

力となっています。そして、当社は現在、蓄積された競争力や信用力、技術やノウハウなどの経営資源

を基軸に、衣・食・住・電子・知財サービス等とその事業分野の裾野を拡げ、「神栄グループ」とし

て、次世代に向けてさらなる進化を遂げるべく、成長と拡大に向けた取り組みを進めております。 

近時、経営陣との協議を経ることなく、一方的に買付行為を進める事案が増加していることにかんが

み、当社は、株式公開企業が、自社の企業価値をいたずらに毀損されるリスクにさらされているとの現

状認識に立ち、敵対的買収への対応策を講ずるべきであると考えます。 

仮にもし、このような大規模買付行為に対する対応策（事前防衛策）を講じないままに敵対的買収の

対象とされた場合は、株価の短期的な上昇を意図した中長期の成長に反した経営判断を強いられる懸念

があります。 

さらに、買収が企業価値の増大化に資するか否かの判断を行うための時間が十分に確保できず、株主

の皆様への情報開示も十分行えない事態も容易に推測されます。 

したがって、当社の基本的な経営計画に反対する提案があった場合には、株主共同の利益を守るため

に、これを阻止するべく対抗策を講じます。 

  



①大規模買付けルールの内容 

以上のような見解に基づき、当社取締役会は、大規模買付行為が、上記の見解を具体化した一定の

合理的なルールに従って行われることが、当社および当社株主全体の利益に合致すると考え、以下の

ような内容の事前の情報提供に関する一定のルールを導入いたしております。 

当社が導入いたしました大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が当社取締役会に対して十分

な情報を提供していただき、当社取締役会が買収提案について検討を加え、代替案の提示等を行うた

めの必要かつ十分な情報が提供されているか、買収に応じることを当社株主の皆様に強要するような

性質を有していないか、対価の額、時期、方法、違法性の有無、買収の実現可能性等の買収条件が当

社の企業価値に対し不十分、不適切なものではないか、買収の結果、当社株主の皆様はもとより、取

引先、 顧客、従業員その他利害関係者の利益を含む当社の企業価値が著しく毀損されることはない

か、などの点を評価検討して、当社取締役会の意見を開示した後、または、当取締役会が一定の評価

期間に意見を開示しない場合には同期間が経過した後に、大規模買付行為を開始していただくという

ものです。  

まず、大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断および当社取締役会とし

ての意見形成のために十分な情報（以下、「本情報」といいます。）を提供していただきます。大規

模買付行為の提案があった事実および当社取締役会に提供された本情報は、適時適切に、その全部ま

たは一部を開示します。 

次に、当社取締役会は、一定の期間を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案の

ための期間として設定します。 

当社取締役会が大規模買付行為の検討を行うにあたっては、当社経営陣から独立した、企業経営に

関する経験・実績のある有識者、学識経験者、弁護士・公認会計士等によって構成される特別委員会

が、大規模買付行為の提案が当社の企業価値に与える影響について判断し、当社取締役会に対して勧

告を行います。 

当社の取締役会は、取締役会評価期間内において、当該大規模買付者および大規模買付行為の具体

的内容や当該大規模買付行為が当社企業価値および当社株主全体の利益に与える影響を検討し、株主

総会で信任を得た取締役としての立場から、当社の経営方針・経営計画等と比較し、いずれが当社の

企業価値を将来的かつ継続的に高めることに資するかを吟味いたします。 

当社の取締役会は、取締役会評価期間内において、特別委員会の勧告を最大限に尊重し、当社取締

役会としての意見を慎重にとりまとめ、当社社外監査役３名を含む監査役の全員の賛同を得たうえで

公表します。大規模買付行為は、取締役会の意見公表後、または取締役会評価期間の経過後にのみ開

始されるものとします。 

  

②大規模買付行為が為された場合の対応方針 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当

社株主の皆様において、当該買付提案および当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等を

ご考慮のうえ、ご判断いただくことになります。 

もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業

価値または当社株主全体の利益を著しく損なうと当社取締役会が判断した場合には、当社取締役会は

当社の企業価値および当社株主の皆様の利益を守るために適切と考える方策をとることがあります。 



大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何に

かかわらず、当社取締役会は、当社および当社株主全体の利益を守ることを目的として、株式分割、

新株予約権の発行等、会社法その他の法律および当社定款が認めるものを行使し、大規模買付行為の

開始に対抗する場合があります。その場合、当該対抗措置の仕組上、当社株主の皆様（大規模買付ル

ールに違反した大規模買付者を除きます。）が法的権利または経済的側面において格別の損失を被る

ような事態が生じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定し

た場合には、法令および証券取引所規則に従って、適時適切な開示を行います。 

  

③株主および投資者の皆様に与える影響等 

大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情

報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替

案の提示を受ける機会を保証することを目的としています。 これにより、当社株主の皆様は、十分

な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、その

ことが当社株主全体の利益の保護につながるものと考えます。 

従いまして、大規模買付ルールの設定は、当社株主および投資者の皆様が適切な投資判断を為すう

えでの前提となるものであり、当社株主および投資者の皆様の利益に資するものであると考えており

ます。  

また、大規模買付ルールは、株主総会の信任を得た取締役によって構成されている取締役会の決議

に基づくものであり、大規模買付ルールに反対の株主様のご意向を無視するものではありません。大

規模買付ルールは、大規模買付者に対し、その経営計画等に関する資料・情報を十分に提供させるこ

とを通じて、大規模買付者の経営計画と、当社の経営計画の優劣を、客観的かつ公平な立場から比較

検討し、より株主の皆様の利益となる経営計画に組することを可能としようとするものであり、当社

役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

  

④大規模買付ルールの有効期限 

大規模買付ルールの有効期限は、平成19年６月26日開催の取締役会終了時点から平成20年６月に開

催される当社定時株主総会後、最初に開催される取締役会終了時点までといたします。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループは、事業等のリスクに関し、リスク管理規程に基づき、組織的・体系的に対処することと

していますが、現在、当社グループの財政状態、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があると考えられる主

なリスクには以下のようなものがあると考えております。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであり、事

業等のリスクはこれらに限られるものではありません。 

  

(1) 事業上のリスク 

①取扱商品の品質にかかるリスク 

当社グループは国内及び海外に生産・加工拠点を有しており、社会への貢献という当社グループの

経営理念にもとづき、安全・安心のための品質基準を設けて、商品の品質管理には細心の注意を払い

万全の体制をとっておりますが、製造及び販売に関して予期しない何らかの問題が発生した場合は、

当社グループの財政状態、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 



②原油をはじめとする材料価格高騰にかかるリスク 

原油をはじめとする材料価格高騰により、当社グループの扱っております商材の仕入れコストや製

品の製造コストのみならず、荷造費・運賃などの販売費につきましても、すでに少なからぬ影響を受

けておりますが、今後、原油価格等の変動によっては、当社グループの財政状態、経営成績にさらな

る悪影響を及ぼす可能性があります。 

③自然災害などにかかるリスク 

当社グループは国内を始めとして、中国、東南アジア、米国等の世界各国における事業を展開し、

情報ネットワークを構築しており、自然災害、戦争、テロ、疾病、社会的混乱、公的規制の制約、情

報システムトラブル等が発生した場合、その地域においては原材料購入、生産加工、製品の販売及び

物流等に一時的な遅延や停止が生じる可能性があり、当社グループの財政状態、経営成績に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

  

(2) 財務上のリスク 

①為替および金利の変動にかかるリスク 

海外との事業における現地通貨建て取引に関しては、主要通貨間の為替レートの短期的な変動によ

る影響を最小限に止めるために為替予約等によるリスクヘッジを行なっておりますが、短期及び中長

期的な予測を超えた為替変動は、当社グループの財政状態、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

また、当社グループの有利子負債は主に金融機関からの借入・社債により調達しておりますが、借

入条件が変動金利のものや新たな資金調達に関しては、金利情勢の影響により業績が変動する可能性

があります。 

②資金調達にかかるリスク 

当社グループは商品を輸入して国内の販売先に供給する事業のウエイトが高く、輸入商品の支払サ

イトに比べて国内販売の受取サイトが長いことから運転資金の負担が発生し、有利子負債が比較的多

額となっております。 

現時点においては、借入金・社債による資金調達に支障はありませんが、今後、金融システム・金

融情勢に大きな変化があった場合には資金調達に影響が出てくる可能性があります。 

③債権の貸倒れにかかるリスク 

販売先の倒産等による与信リスクについては、当社グループ独自の与信管理システムにより債権管

理に万全を期しておりますが、予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し、売上債権の回収に支障を来たした

場合には、当社グループの財政状態、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 
  

(1) 電子関連事業の連結子会社の合併 

電子関連事業の組織再編によって、効果的かつ効率的な営業活動、生産性の向上及び事務の合理

化、コンデンサ事業における海外生産拠点の強化を図るため、九州シンエイ電子㈱を存続会社とした

神栄コンデンサ㈱、エスケー電子㈱及び吉田精機㈱の合併が、平成19年２月20日開催の当社取締役会

で決議され、また、同日開催の合併当事会社臨時株主総会において承認され、同日付けで合併契約を

締結いたしました。 

その概要は、次のとおりであります。 

① 合併の方法 

当社の100％子会社である九州シンエイ電子㈱を存続会社とする吸収合併方式で、同じく100％子

会社の神栄コンデンサ㈱、エスケー電子㈱及び吉田精機㈱と合併し、被合併子会社は消滅いたしま

した。  

 なお、合併による新株の発行及び資本金の増加はありません。 

② 合併比率 

当社の100％子会社同士での合併であり、合併比率の取り決めはありません。 

③ 合併の期日 

平成19年４月１日 

④ 財産の引継 

九州シンエイ電子㈱は、被合併子会社の平成19年３月31日現在の貸借対照表、その他同日現在の

計算書を基礎とした一切の資産、負債及び権利義務を合併期日において引継ぎました。 

⑤ 合併当事会社の合併時の資産・負債の状況 

 
⑥ 吸収合併存続会社となる会社の資本金・事業の内容（当該吸収合併後） 

合併期日をもって、九州シンエイ電子㈱は商号変更し、神栄テクノロジー㈱となりました。 

商号    神栄テクノロジー株式会社 
資本金   400百万円 
事業内容  電子部品の製造・組立・販売、センサ関連機器の製造・組立・販売、計測機器 

       の製造販売 
  

(2) 当社の電子機器部事業の連結子会社への事業譲渡 

電子関連事業において、製販一体とし、効果的かつ効率的な営業活動、生産性の向上及び事務の合

理化を図るため、当社の電子機器部の事業を上記(1)の合併存続会社となる九州シンエイ電子㈱に譲

渡することが、平成19年２月20日開催の当社取締役会で決議され、同年３月20日付けで事業譲渡契約

を締結いたしました。 

その概要は、次のとおりであります。 

① 譲渡する事業の内容 

当社において湿度センサの製造・組立・販売を行っております電子機器部の事業であります。 

② 事業譲渡日 

平成19年４月１日 

③ 譲渡する資産 

譲渡日現在における当社電子機器部の事業に関する資産であります。 

なお、譲渡日においては、以下の資産を譲渡いたしました。 

たな卸資産   211百万円 
有形固定資産 143百万円 
その他の資産  28百万円 
  資産合計   382百万円 

  

商号
九州シンエイ 

電子㈱ 
（存続会社）

神栄コンデンサ㈱
（消滅会社）

エスケー電子㈱
（消滅会社）

吉田精機㈱ 
（消滅会社）

事業内容
電子部品の製造・
組立・販売

コンデンサの製
造・組立・販売

電子部品の製
造・組立・販売

計測機器の製造
販売

資 産 1,420百万円 820百万円 376百万円 362百万円

負 債 448百万円 663百万円 23百万円 122百万円

資本金 400百万円 200百万円 160百万円 10百万円



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度での研究開発活動としましては、電子関連事業における、フイルムコンデンサおよび関

連ユニット等の研究・開発は神栄コンデンサ㈱で、センサおよび関連ユニット並びに機器類等の新規開発

は、当社電子機器部で行っております。また、衝撃・振動計測器の研究・開発を吉田精機㈱にて行ってお

ります。 

なお、研究開発費の金額は45百万円であります。 

それぞれの研究内容は次のとおりであります。 

  

フイルムコンデンサおよび関連ユニット 

（１）インバータ照明、調理家電及びフラットパネルディスプレイ電源用途の高耐熱・小型・大電流

フイルムコンデンサの開発・改良 

（２）フイルムコンデンサと機能部品を複合したパワーエレクトロニクスモジュールの開発 

  

センサ関連 

（１）鏡面冷却式露点計の製品開発 

（２）温湿度変換器の製品開発 

（３）超低温校正装置の開発 

  

計測機器関連 

（１）連続自動落下試験装置の商品化 

（２）超高加速度試験機の商品化 

（３）試験解析機器のシステム化 

（４）次世代輸送環境記録計の研究 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1) 財政状態の分析 

資産 

当連結会計年度末の資産は28,556百万円であり、前連結会計年度末に比べて859百万円増加いた

しました。 

 流動資産は1,466百万円増加いたしました。その主なものは食品関連事業の拡販による売上高の

増加に伴う受取手形及び売掛金の増加643百万円、取引拡大に備えての食品関連事業を中心とした

たな卸資産の増加523百万円であります。また、現金及び預金も300百万円増加いたしました。 

 固定資産は609百万円減少いたしました。主に投資有価証券が期末時価等の下落により689百万円

減少いたしました。 

 繰延資産は新たな社債の発行に伴う社債発行費の増加とその償却による減少で差引き２百万円増

加いたしました。 

  

負債 

当連結会計年度末の負債は22,820百万円であり、前連結会計年度末に比べて1,074百万円増加い

たしました。 

 流動負債は1,370百万円増加いたしました。当社を中心とした仕入高の増加や当連結会計年度末

日が金融機関の休日であったことに起因した未決済残高の増加で、支払手形及び買掛金が879百万

円増加し、未払費用も274百万円増加したことによるものであります。 

 固定負債は296百万円減少し、主に期末時価等の下落に伴ったその他有価証券評価差額金に係る

繰延税金負債の減少106百万円と当社の退職給付制度の一部変更に伴う勤務費用の減少及び従業員

の退職による取崩しに起因した退職給付引当金の減少195百万円によるものであります。 

  

純資産 

当連結会計年度末の純資産は5,736百万円であり、前連結会計年度末に比べて214百万円減少いた

しました。  

 利益剰余金は配当金を197百万円支出いたしましたが、当期純利益363百万円を計上したことによ

り、165百万円増加いたしました。 

 一方、その他有価証券評価差額金は投資有価証券の期末時価等の下落に伴って437百万円減少い

たしました。 

 その結果、１株当たり純資産額は150円35銭から144円94銭に減少し、自己資本比率も21.5％から

20.1％に低下いたしました。 

  

(2) 経営成績の分析 

売上高 

当連結会計年度の売上高は51,352百万円であり、前連結会計年度に比べて2,602百万円（5.3％）

増加いたしました。 

 事業の種類別セグメントでは、繊維関連事業が891百万円（5.8％）、食品関連事業が1,464百万

円（7.7％）、住・物資関連事業が515百万円（7.0％）それぞれ増加いたしましたが、電子関連事

業は267百万円（3.9％）減少いたしました。 

  

売上総利益 

当連結会計年度の売上総利益は8,811百万円であり、前連結会計年度に比べて1,015百万円

（10.3％）減少いたしました。主な要因は、輸入仕入に係る諸掛費の計上区分を販売費及び一般管

理費から売上原価に変更したことによるものであり、売上高に対する売上総利益率も20.2％から

17.2％に低下いたしました。 

  



販売費及び一般管理費 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は7,949百万円であり、前連結会計年度に比べて523百万

円（6.2％）減少いたしました。 

 そのうち、販売費は2,735百万円であり781百万円減少いたしました。原油高や倉庫不足に起因し

た販売費の増加がありましたが、輸入仕入に係る諸掛費の計上区分を販売費及び一般管理費から売

上原価に変更したことに伴い保管料・荷役料等が減少したことが主な要因であります。 

 また、一般管理費は5,214百万円であり、新情報システムに係る減価償却費及び業務委託手数料

の増加などによって、257百万円増加いたしました。 

  

営業利益 

当連結会計年度の営業利益は861百万円であり、前連結会計年度に比べて491百万円（36.4％）減

少いたしました。 

 事業の種類別セグメントでは、繊維関連事業が18百万円（5.4％）、住・物資関連事業が59百万

円（101.2％）、電子関連事業が158百万円（73.3％）それぞれ増加いたしましたが、食品関連事業

は404百万円（21.7％）減少いたしました。 

 結果、売上高との関係では繊維関連事業並びに住・物資関連事業が増収増益、食品関連事業が増

収減益、電子関連事業が減収増益となりました。また、売上高に対する営業利益率は、繊維関連事

業は前連結会計年度から横ばいの2.3％、住・物資関連事業が0.8％から1.5％、電子関連事業が

3.2％から5.7％にそれぞれ上昇いたしましたが、食品関連事業は9.8％から7.1％に低下し、連結全

体としても2.8％から1.7％に低下いたしました。 

  

経常利益 

当連結会計年度の営業外収益は170百万円であり、前連結会計年度に対して0.3％の微減となりま

した。また、営業外費用は365百万円で、たな卸資産処分損が18百万円減少したことなどにより、

前連結会計年度に比べて25百万円（6.6％）減少いたしました。 

その結果、当連結会計年度の経常利益は666百万円となり、前連結会計年度に比べて466百万円

（41.2％）減少いたしました。売上高に対する経常利益率は2.3％から1.3％に低下いたしました。

  

特別利益及び特別損失 

固定資産売却益36百万円及び受取開発負担金40百万円などにより特別利益を98百万円計上いたし

ましたが、土地活用関連費用48百万円及び事業再編関連費用45百万円などによる特別損失は129百

万円となりました。 

  

当期純利益 

前連結会計年度に比べて税金等調整前当期純利益は378百万円（37.3％）減少いたしましたが、

法人税、住民税及び事業税に法人税等調整額を加減算した税金費用も192百万円（41.5％）減少し

て、当連結会計年度の当期純利益は185百万円（33.8％）減少の363百万円となりました。 

 また、自己資本利益率も10.4％から6.2％に低下いたしました。 

  



(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは604百万円の増加となりました。 

 その主なものは、売上債権の増加額612百万円及びたな卸資産の増加額574百万円に対し、税金等

調整前当期純利益636百万円の計上及び仕入債務の増加額865百万円であります。 

  

投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは176百万円の減少となりました。  

 その主なものは、賃貸預り保証金の収入140百万円に対し、有形固定資産の取得による支出372百

万円であります。 

  

財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは142百万円の減少となりました。  

 その主なものは、長期借入れによる収入2,900百万円に対し、短期借入れによる収入から短期借

入金の返済による支出を差引いた純減483百万円、長期借入金の返済による支出2,091百万円、ファ

イナンス・リース債務の返済による支出183百万円及び配当金の支払額197百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、当社グループ全体でリース契約を含め総額711百万円の設備投資を実施いたしまし

た。 

 電子関連事業において、Shinyei Kaisha Electronics(M)SDN.BHD.におけるコンデンサ製造設備および

エスケー電子㈱における事業の再構築に伴う建物取得などで222百万円、また住・物資関連事業におい

て、平成19年４月より新たに開始した賃貸事業用の建物建設のための投資で200百万円、ならびに全社

（共通）関連において、新情報システム投資として209百万円の設備投資を行いました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
その他 合計

本社 
(神戸市中央区)

食品関連事業 
住・物資関連 
事業 
電子関連事業 
全社(共通)

事務所 1,823 10
115

(879)
824 2,774 66(7)

東京支店 
(東京都港区)

繊維関連事業 
食品関連事業 
住・物資関連 
事業 
電子関連事業

事務所 18 1
-
(-)

4 24 44(3)

大阪支店 
(大阪市北区)

繊維関連事業 事務所 39 1
47

(65)
0 88 26(4)

神戸テクノセンター 
(神戸市西区)

電子関連事業
研究所 
事務所

74 86
124

(3,700)
58 343 25(3)

賃貸事業 
(綾部市)

住・物資関連
事業

土地・建物 - -
16

(10,066)
210 226 -(-)

子会社へ賃貸 
(綾部市)

電子関連事業
土地・建物 
電子機器 
製造設備

104 0
16

(10,633)
0 122 -(-)

子会社へ賃貸 
(東御市)

電子関連事業
土地・建物 
コンデンサ 
製造設備

86 14
6

(21,204)
- 107 -(-)

会社名
事業所名 
（所在地）

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
その他 合計

神栄コンデンサ㈱
本社工場 
(東御市)

電子関連事業
コンデンサ
製造設備

15 50
-
(-)

1 67 54(19)

九州シンエイ電子
㈱

本社工場 
(中津市)ほか

電子関連事業
土地・建物
電子機器 
製造設備

533 10
316

(36,859)
10 871 68(63)

エスケー電子㈱
本社 
(綾部市)

電子関連事業
建物 
電子機器 
製造設備

76 2
-
(-)

2 80 10(44)

神栄マテリアル㈱
習志野社宅 
(船橋市)ほか

住・物資関連 
事業

賃貸建物 52 -
160

(1,498)
- 212 -(-)

㈱新協和
本社
(東大阪市)ほか

住・物資関連 
事業

事務所 
倉庫

112 0
146

(1,152)
7 267 34(5)

藤倉商事㈱
本社 
(八尾市)

住・物資関連 
事業

事務所 
倉庫

22 0
27

(330)
0 50 7(1)



(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品および建設仮勘定の合計でありますが、本社については新情報

システムにかかるソフトウェアおよびソフトウェア仮勘定766百万円を含めております。なお、金額には消

費税等を含んでおりません。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人数であります。 

３ 建物、機械装置および土地の一部を賃借しています。主要な賃借およびリース資産として、以下のものがあ

ります。 

  

(1) 提出会社 

  

 
  

 
  

(2) 国内子会社 

  

 
  

(3) 在外子会社 

  

 
  

会社名
事業所名 

（所在地）

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

Shinyei Kaisha 
Electronics(M) 
SDN.BHD.

工場 
(マレーシア)

電子関連事業
コンデンサ 
製造設備

48 100
-

(-)
0 149 188(86)

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
従業員数
(名)

賃借の面積 
(㎡)

年間賃借料 
(百万円)

東京支店 
(東京都港区)

繊維関連事業 
食品関連事業 
住・物資関連事業 
電子関連事業

事務所 44(3) 717 33

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容 台数 リース期間
年間 

リース料 
(百万円)

リース契約
残高 

(百万円)

本社 
(神戸市中央区)

食品関連事業 
住・物資関連事業 
電子関連事業 
全社(共通)

コンピュータ
ー機器

177台 5年 34 49

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容 台数 リース期間
年間 

リース料 
(百万円)

リース契約
残高 

(百万円)

九州シンエイ電子㈱ 
(中津市ほか)

電子関連事業
電子機器の製
造設備

27台 6年 90 112

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
従業員数
(名)

賃借の面積 
(㎡)

年間賃借料 
(百万円)

Shinyei Kaisha  
Electronics(M) 
SDN.BHD. 
(マレーシア)

電子関連事業 工場建物 188(86) 4,600 18



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

当社グループは、多種多様な事業を国内外で行っており、期末時点ではその設備の新設・拡充の計画を

個々のプロジェクトごとに決定しておりません。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開示す

る方法によっています。 

 当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は788百万円であり、事業の種類別セグメント

ごとの内訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額には消費税等を含んでおりません。 

  

(2)重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業の種類別セグメントの名称
平成19年３月末計画金額

(百万円)
設備等の主な内容・目的 資金調達方法

繊維関連事業 66 倉庫新設および配送システム構築 自己資金

住・物資関連事業 161 賃貸建物の維持
自己資金 

またはリース

電子関連事業 390 製造設備の増設および維持
自己資金 

またはリース

小計 617

全社 171 資産維持、情報システム投資
自己資金 

またはリース

合計 788



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 平成14年６月27日開催の定時株主総会において、資本準備金を554百万円減少することを決議し、債権者保護手

続きが完了したことによる減少であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

種類
事業年度末

現在発行数(株) 
(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 39,600,000 39,600,000
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部

―

計 39,600,000 39,600,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年７月31日 ― 39,600 ― 1,980 △554 495



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式20,301株は「個人その他」に20単元、「単元未満株式の状況」に301株含まれています。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれています。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)１ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
  ２ ＮＩＳグループ㈱は、平成18年10月１日に㈱ニッシンが社名変更したものであります。 

    

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 43 27 62 17 3 3,191 3,343 ―

所有株式数 
(単元)

― 16,505 983 11,746 258 3 9,950 39,445 155,000

所有株式数 
の割合(％)

― 41.84 2.49 29.78 0.65 0.01 25.22 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＮＩＳグループ㈱ 東京都新宿区西新宿一丁目６－１ 7,275 18.37

ニッセイ同和損害保険㈱ 大阪市北区西天満四丁目15－10 2,420 6.11

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１－２ 1,965 4.96

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 1,965 4.96

㈱みなと銀行 神戸市中央区三宮町二丁目１－１ 1,808 4.57

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13－２ 1,650 4.17

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４－５ 1,126 2.84

㈱さくらケーシーエス 神戸市中央区播磨町21－１ 1,010 2.55

㈱京都銀行
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町
700番地

972 2.46

㈱池田銀行 池田市城南二丁目１－11 725 1.83

計 ― 20,917 52.82

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 226千株



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数２

個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式301株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 20,000

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 39,425,000 39,425 ―

単元未満株式  
普通株式 155,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 39,600,000 ― ―

総株主の議決権 ― 39,425 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
神栄株式会社

神戸市中央区京町77－１ 20,000 ― 20,000 0.1

計 ― 20,000 ― 20,000 0.1



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 旧商法第221条第６項による取得 

 
  

 会社法第155条第７号による取得 

   
(注) 当期間(平成19年４月１日から有価証券報告書提出日まで)における取得自己株式には、平成19年６月１日から

有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間(平成19年４月１日から有価証券報告書提出日まで)における保有自己株式数には、平成19年６月１日か

ら有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及び買増しによる株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,671 617

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 848 235

当期間における取得自己株式 ― ―

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

 ― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求に
伴う処分)

1,400 405 ― ―

保有自己株式数 20,301 ― 20,301 ―



３ 【配当政策】 

株主の皆さまへの利益還元を、経営の最重要課題と位置付けた中、当社の利益配分は、業績や配当性向

に加え、企業価値の向上・拡大に向けた戦略的投資や健全な財務体質構築に向けた内部留保などとのバラ

ンスを総合的に勘案し進めていくことを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としており、配当の決定機関は株主総会であ

ります。 

当事業年度の配当につきましては、１株につき５円の普通配当に、本年５月24日に創立120周年を迎え

た事に対する記念配当として１株につき２円を加え、合計７円といたします。 

また、内部留保の使途につきましては、今後の事業展開への備えとしております。 

  
(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成19年６月26日 
定時株主総会決議

277 7.00

回次 第135期 第136期 第137期 第138期 第139期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 131 238 427 509 388

最低(円) 44 90 145 323 212

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 292 259 249 260 328 346

最低(円) 253 212 229 230 240 280



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
取締役社長

新   尚 一 昭和16年11月21日

昭和39年４月 当社入社

(注)２ 100

平成元年10月 水産部長

 〃 ３年６月 取締役水産部長

 〃 ３年７月 取締役食品部長

 〃 ６年６月 常務取締役

 〃 ８年５月 常務取締役(代表取締役)

 〃 ９年６月 専務取締役(代表取締役)

 〃 12年４月 取締役社長(代表取締役)(現)

代表取締役 
専務取締役

企画管理 
本部長

安 田 保 之 昭和18年11月26日

昭和42年４月 ㈱神戸銀行入行

(注)２ 64

平成６年６月 ㈱さくら銀行関西地域開発部長

 〃 ９年６月 同行人事部審議役

 〃 ９年６月 当社取締役経理部長

 〃 11年４月 取締役管理部門副担当兼経理部長

 〃 12年４月 常務取締役

 〃 13年４月 常務取締役スタッフ本部長兼コン

デンサ本部長

 〃 14年１月 常務取締役スタッフ本部長兼コン

デンサ本部長兼エスケーシー㈱社

長

 〃 15年４月 常務取締役スタッフ本部長

 〃 15年６月 常務取締役(代表取締役)スタッフ

本部長

 〃 16年４月 常務取締役(代表取締役)経営戦略

室長兼業務本部長

 〃 16年６月 専務取締役(代表取締役)経営戦略

室長兼食品本部長

 〃 17年４月 専務取締役(代表取締役)海外本部

長兼コンデンサ本部長

 〃 18年６月 専務取締役(代表取締役)企画管理

本部長（現）

常務取締役
海外・開発 
本部長

井 上 幸一郎 昭和26年１月17日

昭和48年４月 当社入社

(注)２ 40

平成６年６月 食品部長

 〃 ９年６月 取締役食品部長

 〃 11年４月 取締役繊維部門、物資部門、食品

部門副担当兼食品部長兼営業統括

室長

 〃 12年４月 取締役食品部門担当兼食品部長兼

東京支店長

 〃 13年４月 取締役食品本部長兼東京支店長

 〃 15年４月 取締役繊維本部長兼食品本部長兼

東京支店長

 〃 15年６月 常務取締役繊維本部長兼食品本部

長

 〃 16年６月 常務取締役繊維本部長兼住・物資

本部長

 〃 17年４月 常務取締役繊維本部長兼食品本部

長兼住・物資本部長

 〃 18年６月 常務取締役海外・開発本部長(現)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役 営業本部長 森 﨑 歳 章 昭和23年12月６日

昭和47年４月 当社入社

(注)２ 25

平成10年４月 生活環境部長

 〃 12年１月 経営企画室長

 〃 12年４月

 〃 14年６月

 〃 16年４月

経営企画部長

取締役経営企画部長

取締役業務本部副本部長兼神栄ビ

ジネスエンジニアリングサービス

㈱社長

 〃 16年６月 常務取締役業務本部長兼神栄ビジ

ネスエンジニアリングサービス㈱

社長

 〃 18年１月

 〃 18年６月

常務取締役業務本部長

常務取締役営業本部長（現）

常務取締役 製造本部長 上 島 高 雄 昭和22年１月12日

昭和45年９月 当社入社

(注)２ 11

 平成７年６月 九州シンエイ電子㈱社長

 〃 15年４月 電子本部長兼九州シンエイ電子㈱

社長

 〃 15年６月 取締役電子本部長兼九州シンエイ

電子㈱社長

 〃 18年６月 常務取締役製造本部長（現）

取締役
製造本部 
副本部長

酒 井 英 明 昭和25年７月８日

昭和44年３月 当社入社

(注)２ 6

平成10年４月 マルチメディア部長

 〃 12年１月 マルチメディア部長兼香港支店長

 〃 13年４月 工業製品部長兼香港支店長

 〃 17年１月 電子機器部長

 〃 18年６月

 〃 19年４月

取締役製造本部副本部長兼電子機

器部長

取締役製造本部副本部長兼神栄テ

クノロジー㈱社長（現）

取締役

営業本部 
副本部長 

兼水産部長 
兼東京支店

長

山 口 重 文 昭和25年８月23日

昭和49年４月 当社入社

(注)２ 6
平成13年４月 水産部長

 〃 18年６月 取締役営業本部副本部長兼水産部

長兼東京支店長（現）

取締役

企画管理 
本部 

副本部長 
兼CSR推進部

長

小 野 耕 司 昭和25年７月25日

昭和49年４月 当社入社

(注)２ 11

平成12年４月 経理部長

 〃 16年４月 神栄マテリアル㈱社長

 〃 18年１月 CSR推進部長

 〃 19年６月 取締役企画管理本部副本部長兼

CSR推進部長（現）



  

 
(注) １ 監査役 福田正、高橋憲二及び山中弘臣は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３ 監査役 小林宏彬、福田正及び山中弘臣の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23

年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

４ 監査役 高橋憲二の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成21年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 小 林 宏 彬 昭和22年12月15日

昭和41年７月 当社入社

(注)３ 27
平成11年11月 神栄コンデンサ㈱社長

 〃 13年４月 総務コンプライアンス部長

 〃 15年６月 常勤監査役(現)

監査役 福 田   正 昭和28年３月４日
昭和61年４月 弁護士登録(現)

(注)３ 7
平成12年６月 監査役(現)

監査役 高 橋 憲 二 昭和22年１月２日

昭和44年４月 同和火災海上保険㈱入社

(注)４ 2

平成12年10月 同社理事営業推進部部長

 〃 13年４月 同社理事人事部長

 〃 13年５月 同和火災キャリアサービス㈱取締

役

 〃 14年６月 ニッセイ同和損害保険㈱取締役人

事部長

 〃 17年４月 同社取締役人事担当部長

NDIキャリアサービス㈱常務取締

役

 〃 17年６月 

 〃 17年６月

同社取締役社長(現) 

監査役(現)

監査役 山 中 弘 臣 昭和19年９月10日

昭和43年４月 ㈱神戸銀行入行

(注)３ ―

平成８年６月 ㈱さくら銀行取締役関西支店部長

 〃 10年６月 神戸ビル管理㈱取締役社長(代表

取締役)

 〃 14年６月 SMBCコンサルティング㈱取締役副

社長(代表取締役)

 〃 15年６月 SMBCスタッフサービス㈱取締役会

長（代表取締役）(現)

 〃 19年６月 監査役(現)

計 299



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、次の通りです。 

当社は、豊かな社会づくりに貢献することを基本理念に、企業価値の向上を目指し、新しい価値創造へ

の取り組みを強力に推進しております。これを実現する上で、コーポレート・ガバナンスの整備構築を経

営の最重要課題の一つと位置付け、全てのステークホルダーに配慮しながら経営の健全性・透明性・効率

性の確保という視点から、経営管理体制や組織と仕組みの見直しと改善、さらにコンプライアンスの観点

からは、企業倫理観の醸成と体制面の整備に努めております。 

また、当社は今後も迅速かつ正確な情報開示に努めるとともに、幅広い情報公開により経営の透明性を

高めてまいります。 

  

当社のコーポレート・ガバナンスに関する状況は、次の通りです。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の内容 

当社の取締役会は、取締役相互の監視機能が働いており、また当社の経営理念を理解し実践できる

人材によって迅速な意思決定を行なうため、社外取締役は選任しておりませんが、社内取締役によっ

て十分な議論を行なっております。 

取締役会は毎月定時開催のほか必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令・定款に定められた事項

および経営に関する重要事項について迅速な意思決定を行なうとともに、業務の執行に関する監督を

行なっております。さらに、役付取締役で構成する常務会を原則毎週開催し、会社業務の執行に関す

る重要事項の協議・報告および取締役会の事前審議機関として、経営上の重要案件の事前審議を行な

っております。 

当社は、監査役制度を採用し、常勤監査役１名のほか社外監査役３名を選任し、経営監視と良質な

企業統治体制の確立を進めるとともに、外部からの経営に対する多様な意見の吸収を図っておりま

す。 

②内部統制システムの整備の状況 

当社は、平成18年５月19日開催の当社取締役会において内部統制システム構築の基本方針を明らか

にし、当社の内部統制システム全般についてさらなる強化のために見直し、整備を行っております。

まず、経営理念に則り制定された「神栄倫理憲章」の精神を、繰り返し役員及び使用人に伝えるこ

とにより、法令及び社会倫理の遵守を企業活動の根底に据えることを周知徹底しております。 

また、法令及び社会倫理の遵守のための体制を整備し、コンプライアンス上の問題点を把握するた

め、代表取締役を委員長とする全社横断的な委員会を設けております。 

スタッフ部門担当役員が所管する法務担当部門と内部監査部門は、コンプライアンス上の問題を発

見し、又は、検討課題を見い出した場合は、委員会又は担当部門で審議したうえで、取締役会に報告

し、取締役会は、報告内容に対し、適切な改善措置を講じるとともに、定期的にコンプライアンス体

制の維持・向上に努めております。 

さらに、コンプライアンスやリスクに関連する問題について、職制を通じた報告伝達経路以外に従

業員が直接当社に報告することを可能とするため、内部通報制度を設置し、運営しております。 

なお、平成20年４月より適用予定の金融商品取引法における内部統制報告書制度の準備のため、全

社横断的なプロジェクトを設置し、対応を進めております。 



③内部監査及び監査役監査の状況 

６名の人員を擁する法務及び内部監査を担当する部門において、全部門・子会社を対象に業務監査

を計画的に実施し、内部管理体制のチェックと業務執行の適切性を総合的・客観的に評価し、監査結

果を取締役会に報告するとともに、被監査部門に対し、改善事項の指摘・指導を行なうなど、内部統

制の有効性の向上に努めております。 

また、監査役および会計監査人との連携によって実効性のある監査に努めております。 

監査役監査につきましては、監査役会が、期初に監査方針・監査計画を策定するとともに、各監査

役の業務分担に基づき行なわれた監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行なっており

ます。 

監査役は、取締役等の業務執行を監視するため、取締役会や重要会議への出席および意見交換を行

ない、監査計画に基づく業務監査を実施し、内部監査部門や子会社監査役および会計監査人との連携

を通じ、監査の精度と実効性を高めております。 

また、会計監査人とは定期的に意見交換を行うなど、連携に努めています。 

なお、社外監査役と当社の間には特別な利害関係はありません。 

④会計監査の状況 

当社は、会社法に基づく会計監査と証券取引法に基づく会計監査について監査契約をあずさ監査法

人と締結しており、期末だけでなく必要に応じて適宜監査が実施されております。 

なお、当社の監査業務を執行した公認会計士は下記の２名であり、このほか会計監査業務に係る補

助者は、公認会計士３名、その他５名であります。 

 
    (注) 監査関与年数については、７年以内であるため記載を省略しております。 

また、当社の定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、会計監査人との間で責任限定契約を

締結しております。その契約の内容の概要は以下の通りであります。 

  a 会計監査人が監査契約履行に伴なって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法427条第１項の規定に規定す

る最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

  b 上記の責任限定が認められるのは、当該会計監査人の責任の原因となった監査契約履行について善意かつ重大

な過失がないときに限るものとする。 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

指定社員 
業務執行社員

黒 崎   寛 あずさ監査法人

河 崎 雄 亮



(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社は、リスク管理規程に基づき、当社の事業の遂行上、想定し得る重要な個別リスクに関し、各個

別リスクごとにリスク管理に対する体制を整備しております。これらの個別リスク管理は、全社横断的

に設置された委員会が行っており、管理対象とすべき新たなリスクが生じた場合は、速やかに、委員会

を組織することとしております。 

スタッフ部門担当役員及び内部監査部門は、事業分野ごと、又はリスクカテゴリーごとのリスク管理

の状況を調査し、その結果を取締役会に報告し、取締役会は、改善すべき点があれば、改善策を審議・

決定することとしております。 

  

(3) 役員報酬の内容 

 
    (注) 上記のうち、社外監査役３名に対する報酬等の額は12百万円であります。 

なお、当社の定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、社外監査役との間で責任限定契約を

締結しております。その契約の内容の概要は以下の通りであります。 

   a 社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法427条第１項の規定に規 

 定する最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

   b 上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役の責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大

 な過失がないときに限るものとする。 

  

(4) 監査報酬の内容（当社のあずさ監査法人に対する報酬） 

区 分 人 数 報酬等の額

取締役 ８名 148百万円

監査役 ４名 30百万円

合 計 12名 178百万円

監査契約に基づく監査証明に係る報酬 

（公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく）

31百万円

上記以外の報酬 －百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,483 1,783

 ２ 受取手形及び売掛金 7,212 7,855

 ３ 有価証券 19 ―

 ４ たな卸資産 7,103 7,627

 ５ 繰延税金資産 240 233

 ６ その他の流動資産 1,027 1,036

 ７ 貸倒引当金 △57 △39

  流動資産合計 17,030 61.5 18,497 64.8

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 ※２ 5,376 5,428

    減価償却累計額 △2,337 3,039 △2,495 2,932

  ２ 機械装置及び運搬具 ※２ 1,539 1,642

    減価償却累計額 △1,258 281 △1,345 297

  ３ 土地 ※２ 816 796

  ４ 建設仮勘定 12 204

  ５ その他の有形固定資産 746 791

    減価償却累計額 △532 213 △587 203

   有形固定資産合計 4,362 15.7 4,434 15.5

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア他 790 834

   無形固定資産合計 790 2.9 834 2.9

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※1,2 5,096 4,407

  ２ 長期貸付金 122 75

  ３ 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権

716 ―

  ４ 繰延税金資産 77 140

  ５ その他の投資 171 822

  ６ 貸倒引当金 △675 △661

   投資その他の資産合計 5,508 19.9 4,784 16.8

   固定資産合計 10,662 38.5 10,053 35.2

Ⅲ 繰延資産

  １ 社債発行費 3 5

   繰延資産合計 3 0.0 5 0.0

   資産合計 27,696 100.0 28,556 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※２ 3,714 4,594

 ２ 短期借入金 ※２ 7,422 7,128

 ３ 一年以内に償還予定の 
   社債

260 800

 ４ 未払費用 ― 1,552

 ５ 未払法人税等 150 103

 ６ 繰延税金負債 6 3

 ７ 賞与引当金 301 227

 ８ その他の流動負債 1,995 812

  流動負債合計 13,851 50.0 15,222 53.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,120 500

 ２ 長期借入金 ※２ 4,189 4,807

 ３ 未払役員退職慰労金 138 138

 ４ 繰延税金負債 385 279

 ５ 退職給付引当金 1,258 1,063

 ６ 役員退職慰労引当金 66 21

 ７ 連結調整勘定 4 ―

 ８ 負ののれん ― 2

 ９ その他の固定負債 731 785

  固定負債合計 7,894 28.5 7,597 26.6

  負債合計 21,745 78.5 22,820 79.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 1,980 7.1 ─ ―

Ⅱ 資本剰余金 1,049 3.8 ─ ―

Ⅲ 利益剰余金 1,565 5.6 ─ ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,484 5.4 ─ ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △123 △0.4 ─ ―

Ⅵ 自己株式 ※４ △4 △0.0 ─ ―

   資本合計 5,951 21.5 ─ ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

27,696 100.0 ─ ―

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ─ 1,980

 ２ 資本剰余金 ─ 1,049

 ３ 利益剰余金 ─ 1,731

 ４ 自己株式 ─ △5

   株主資本合計 ─ ─ 4,755 16.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

─ 1,046

 ２ 繰延ヘッジ損益 ─ 22

 ３ 為替換算調整勘定 ─ △88

   評価・換算差額等合計 ─ ─ 980 3.4

   純資産合計 ─ ─ 5,736 20.1

   負債純資産合計 ─ ─ 28,556 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 48,750 100.0 51,352 100.0

Ⅱ 売上原価 38,923 79.8 42,541 82.8

   売上総利益 9,826 20.2 8,811 17.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売費 ※１ 3,516 2,735

 ２ 一般管理費 ※2,3 4,957 8,473 17.4 5,214 7,949 15.5

   営業利益 1,353 2.8 861 1.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 10 10

 ２ 受取配当金 36 50

 ３ 為替差益 24 31

 ４ 貸倒引当金戻入益 ― 23

 ５ その他の収益 100 171 0.3 55 170 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 225 225

 ２ 手形売却損 41 41

 ３ たな卸資産処分損 42 ―

 ４ その他の費用 82 391 0.8 98 365 0.7

   経常利益 1,132 2.3 666 1.3

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ ― 36

 ２ 受取開発負担金 ― 40

 ３ 役員退職慰労引当金 
   戻入益

― 22

 ４ 投資有価証券売却益 265 265 0.5 ― 98 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※５ 3 ―

 ２ 固定資産廃棄損 ※６ 143 26

 ３ 土地活用関連費用 ※７ ― 48

 ４ 事業再編関連費用 ※８ ― 45

 ５ 減損損失 ※９ 9 ―

 ６ 役員退職慰労金 138 ―

 ７ 過年度役員退職慰労 
   引当金繰入額

39 ―

 ８ 投資有価証券評価損 ※10 1 ―

 ９ その他特別損失 47 383 0.7 8 129 0.3

   税金等調整前当期純利益 1,015 2.1 636 1.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

477 149

   法人税等調整額 △12 465 1.0 122 272 0.5

   当期純利益 549 1.1 363 0.7



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,049

Ⅱ 資本剰余金期末残高 1,049

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,213

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 549 549

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 197 197

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,565



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,980 1,049 1,565 △4 4,590

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △197 △197

 当期純利益 363 363

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 0 165 △0 165

平成19年３月31日残高(百万円) 1,980 1,049 1,731 △5 4,755

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,484 ― △123 1,360 5,951

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △197

 当期純利益 363

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△437 22 34 △379 △379

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△437 22 34 △379 △214

平成19年３月31日残高(百万円) 1,046 22 △88 980 5,736



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 1,015 636

   減価償却費 367 505

   連結調整勘定償却額 23 ―

   負ののれん償却額 ― △2

   投資有価証券売却損益・評価損益 △262 △0

   貸倒引当金の増加額又は減少額（△） 7 △31

   退職給付引当金の減少額 △116 △195

   受取利息及び受取配当金 △46 △60

   支払利息 225 225

   売上債権の増加額 △4 △612

   たな卸資産の増加額 △518 △574

   仕入債務の増加額又は減少額（△） △1,264 865

   未払役員退職慰労金の増加 138 ―

   その他 113 221

    小計 △322 978

   利息及び配当金の受取額 46 60

   利息の支払額 △224 △235

   法人税等の支払額 △735 △198

   営業活動によるキャッシュ・フロー △1,235 604

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有価証券の取得による支出 △19 ―

   有価証券の売却による収入 20 20

   有形固定資産の取得による支出 △402 △372

   有形固定資産の売却による収入 4 60

   投資有価証券の取得による支出 △412 △52

   投資有価証券の売却による収入 324 0

   貸付けによる支出 △2 △5

   貸付金の回収による収入 18 52

   賃貸預り保証金の収入 ― 140

   その他 18 △19

   投資活動によるキャッシュ・フロー △451 △176

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 36,412 38,690

   短期借入金の返済による支出 △35,591 △39,174

   長期借入れによる収入 2,900 2,900

   長期借入金の返済による支出 △2,801 △2,091

   社債の発行による収入 600 200

   社債の償還による支出 △140 △280

   社債の発行による支出 △5 △5

   自己株式の取得による支出 △1 △0

   自己株式の処分による収入 ― 0

   ファイナンス・リース債務の返済に 
   よる支出

△16 △183

   配当金の支払額 △197 △197

   財務活動によるキャッシュ・フロー 1,157 △142

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 56 15

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  又は減少額 (△)

△473 300

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,956 1,483

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,483 1,783



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

Shinyei Corp. of America、神栄(上海)貿易有限

公司、㈱ヴォイス・オブ・エスケー、神栄マテリア

ル㈱、㈱新協和、藤倉商事㈱、神栄ビジネスエンジ

ニアリングサービス㈱、九州シンエイ電子㈱、エス

ケー電子㈱、吉田精機㈱、神栄コンデンサ㈱、

Shinyei  Singapore  Pte.  Ltd.、Shinyei  Kaisha 

Electronics(M)SDN. BHD.

                  以上13社

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

Shinyei Corp. of America、神栄(上海)貿易有限

公司、神栄マテリアル㈱、㈱新協和、藤倉商事㈱、

神栄ビジネスエンジニアリングサービス㈱、九州シ

ンエイ電子㈱、エスケー電子㈱、吉田精機㈱、神栄

コンデンサ㈱、Shinyei Singapore  Pte. Ltd.、

Shinyei Kaisha Electronics(M)SDN. BHD.

                  以上12社

   当連結会計年度に㈱ヴォイス・オブ・エスケーを

清算いたしました。

   当連結会計年度にShinyei Singapore Pte. Ltd.

を清算いたしました。

(2) 非連結子会社    １社 (2) 非連結子会社    １社

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は休眠会社であり、重要性が乏しい

ため、連結の範囲から除外いたしました。

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

同左

 

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用会社   なし

(2) 持分法を適用しない会社

非連結子会社 １社

関連会社 なし

(3) 持分法を適用しない理由

非連結子会社は休眠会社であり、重要性が乏しい

ため、持分法を適用せず、原価法により評価してお

ります。

 

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用会社   なし

(2) 持分法を適用しない会社

非連結子会社 １社

関連会社 なし

(3) 持分法を適用しない理由

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社のうち、海外の子会社４社については決

算日が12月31日であります。この決算日と連結決算日

との間に生じた重要な取引については連結上必要な調

整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ①有価証券の評価基準及び評価方法

    満期保有目的の債券：償却原価法

    その他有価証券

    ａ 時価のあるもの

期末前１カ月の市場価格の平均に基づく

時価法(評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により

算定しております。)

    ｂ 時価のないもの 

移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

─

    その他有価証券

ａ 時価のあるもの

期末前１カ月の市場価格の平均に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法によ

り算定しております。)

    ｂ 時価のないもの

同左



 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    評価基準：原価法 

    評価方法：個別法または移動平均法

  ②たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

当社本社ビルの建物(建物附属設備を含む)につ

いては定額法を、当社のその他の有形固定資産及

び国内の連結子会社は定率法を、海外子会社につ

いては、それぞれの国における会計原則に規定す

る償却方法を採用しております。

ただし、当社及び国内の連結子会社において、

平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

同左

②無形固定資産(ソフトウェア)

ソフトウェア(自社利用分)については、社内に

おける見込利用可能期間による定額法によってお

ります。

②無形固定資産(ソフトウェア)

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため計上して

おります。

ａ 一般債権

貸倒実績率法によっております。

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権

個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給

見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。

②賞与引当金

同左

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

なお、当社は平成18年４月１日をもって、従来

の退職年金制度のうち適格退職年金制度を廃止

し、新たに確定拠出年金制度を採用いたしまし

た。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

④役員退職慰労引当金

国内連結子会社につきましては役員の退職慰労

金の支給に充てるため、内規に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上しております。

④役員退職慰労引当金

国内連結子会社につきましては役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上しております。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（会計方針の変更）

国内連結子会社の役員退職慰労金につきまして

は、従来、一部の連結子会社４社を除き、支出時

の費用としておりましたが、当連結会計年度よ

り、「役員退職慰労金内規」に基づく当連結会計

年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上

する方法に統一するため、上記以外の連結子会社

４社についても同上の変更を行いました。なお、

従来から同引当金を計上しておりました連結子会

社４社分30百万円を前連結会計年度末においては

「その他の固定負債」に計上しております。  

 この変更は、当連結会計年度に国内連結子会社

に係わる「役員退職慰労金内規」の整備改定を行

ったこと、長期在任役員の退任による支出年度に

おける費用負担の増加傾向、近年の役員退職慰労

金の引当金計上が会計慣行として定着しつつある

ことなどを踏まえ、将来の支出時における一時的

負担の増大を避け、期間損益の適正化及び財務内

容の健全化を図るため、役員退職慰労金を役員の

在任期間に亘って合理的に費用配分したことによ

ります。  

 この変更により、当連結会計年度より役員退職

慰労引当金を計上することとした連結子会社４社

に係わる当連結会計年度発生額８百万円は販売費

及び一般管理費に、過年度分相当額39百万円は特

別損失に計上しております。 

 この結果、従来と同一の方法を採用した場合と

比べ、営業利益及び経常利益はそれぞれ２百万円

減少し、税金等調整前当期純利益は42百万円減少

しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっております。また、為替

予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。また、特例

処理の要件を満たしている金利スワップについて

は、特例処理を行っております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

   当連結会計年度にヘッジ会計を適用しましたヘ

ッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりでありま

す。

 ａ ヘッジ手段…為替予約

   ヘッジ対象…商品の輸出・輸入による外貨建

売上債権・外貨建買入債務及び

外貨建予定取引

 ｂ ヘッジ手段…金利スワップ

   ヘッジ対象…借入金

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ③ヘッジ方針

   将来の為替及び金利の市場変動リスクをヘッジ

する方針であり、投機的な取引及び短期的な売買

利益を得る目的でのデリバティブ取引は行ってお

りません。

 ③ヘッジ方針

同左

 ④ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を直接結び付けて判定しており

ます。ただし、特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略しておりま

す。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

   ヘッジ取引の執行・管理については、取引権限

等を定めた社内規定に基づき、常務会の承認を得

て行っております。

 ⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

同左

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理 

  税抜方式を採用しております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定については、５年間にわたって定額法

により償却を行っております。

―

― ６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 負ののれんについては、５年間にわたって定額法に

より償却を行っております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しております。

―

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３カ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

5,714百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。

― （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 繰延資産の処理方法については、従来、社債発行費は

旧商法施行規則に規定する期間（３年）で均等償却を行

っておりましたが、当連結会計年度より「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会

平成18年８月11日 実務対応報告第19号）を適用し、平

成18年４月１日以降発生の社債発行費については、社債

の償還までの期間で月数を基準とした定額法により償却

する方法に変更しております。 

 なお、前連結会計年度末において計上している社債発

行費は、従来どおり旧商法施行規則に規定する期間（３

年）で均等償却を行っております。 

 この変更による損益に与える影響は軽微であります。

― （輸入仕入に係る諸掛費の計上区分及びたな卸資産への

配分方法） 

 当社及び一部の国内連結子会社は、輸入仕入に係る諸

掛費のたな卸資産への配分方法について、従来、部門を

単位として算定し、費用処理額を「保管料荷役料」等と

して販売費及び一般管理費に計上しておりましたが、当

連結会計年度より品目毎に算定し、費用処理額を売上原

価に計上する方法に変更しております。 

 この変更は、為替や原油価格の変動リスクが存在する

ことによる仕入コスト管理への取組みの強化を背景に、

システムの改定等に伴い売上に対応する仕入原価がより

厳密に把握できる体制が整ったことから、費用と収益の

個別対応関係を明確にし、期間損益をより適正に表示す

るために行ったものであります。 

 この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、

売上原価は1,413百万円多く、売上総利益は同額少なく

計上されております。また、販売費及び一般管理費は

1,353百万円少なく、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ59百万円少なく計上されてお

ります。



  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。これにより税金等調整

前当期純利益は９百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

―

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（連結貸借対照表）  

 前連結会計年度において「電信電話加入権他」で表示

しておりました無形固定資産は、ソフトウェアの増加に

より、明瞭適確な表示を行うため、当連結会計年度にお

いては「ソフトウェア他」の科目名に組替えて表示して

おります。

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました投資

その他の資産の「破産債権、更生債権その他これらに準

ずる債権」（当連結会計年度末685百万円）は、資産総

額の100分の５以下であるため、当連結会計年度より

「その他の投資」に含めて表示しております。

 前連結会計年度において流動負債の「その他の流動負

債」に含めて表示しておりました「未払費用」（前連結

会計年度末1,278百万円）については、負債及び純資産

の合計額の100分の５を超えることとなったため、当連

結会計年度より区分掲記しております。

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「連

結調整勘定」は、当連結会計年度より「負ののれん」と

して表示しております。

― （連結損益計算書） 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました営業

外費用の「たな卸資産処分損」（当連結会計年度23百万

円）については、営業外費用の総額の100分の10以下と

なったため、当連結会計年度より「その他の費用」に含

めて表示しております。

― （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度の「連結調整勘定償却額」は、当連結

会計年度より「負ののれん償却額」として表示しており

ます。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券 10百万円

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券 10百万円

 

※２ 担保に供している資産と、簿価及び対応債務は下

記のとおりであります。

担保に供している資産

担保提供資産科目
金額 

(百万円)
対応債務

建物及び構築物 1,935
借入金

土地 183

建物及び構築物 137

借入金の財団抵当機械装置及び運搬具 13

土地 39

投資有価証券 203
支払手形及び 
買掛金

合計 2,513

 

※２ 担保に供している資産と、簿価及び対応債務は下

記のとおりであります。

担保に供している資産

担保提供資産科目
金額

(百万円)
対応債務

建物及び構築物 1,866
借入金

土地 183

建物及び構築物 152

借入金の財団抵当機械装置及び運搬具 13

土地 39

投資有価証券 163
支払手形及び 
買掛金

合計 2,419

 

 

(上記のうち財団抵当190百万円)

対応債務

科目 金額(百万円)

支払手形及び買掛金 234

短期借入金 2,283

長期借入金 
(１年以内返済予定額を含む)

2,873

(上記のうち財団抵当4,608百万円)

 

 

(上記のうち財団抵当205百万円)

対応債務

科目 金額(百万円)

支払手形及び買掛金 350

短期借入金 1,684

長期借入金
(１年以内返済予定額を含む)

3,946

(上記のうち財団抵当5,127百万円)

※３ 当社の発行済株式総数

普通株式 39,600,000株

─

※４ 連結会社が保有する自己株式の数

普通株式 19,182株

─

 
受取手形割引高 2,426百万円

上記のほか、弁済遡及義務のない譲渡手形が

2,109百万円あります。

 
受取手形割引高 2,446百万円

上記のほか、弁済遡及義務のない譲渡手形が

2,451百万円あります。

─ （追加情報） 

  連結会計年度末日満期手形の処理

 連結会計年度末日満期手形は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であ

ったため、連結会計年度末日満期手形が以下の科目

に含まれております。

受取手形割引高 100百万円

譲渡手形 243百万円

支払手形 254百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費のうち主なものは次のとおりであります。

保管料・荷役料 1,749百万円

荷造費・運賃 1,049百万円

貸倒引当金繰入額 16百万円

※１ 販売費のうち主なものは次のとおりであります。

保管料・荷役料 772百万円

荷造費・運賃 1,188百万円

貸倒引当金繰入額 12百万円

※２ 一般管理費のうち主なものは次のとおりでありま

す。

給料諸手当 1,772百万円

従業員賞与 256百万円

賞与引当金繰入額 268百万円

役員退職慰労引当金繰入額 17百万円

厚生費 410百万円

退職給付費用 85百万円

旅費交通費 303百万円

研究費 48百万円

減価償却費 226百万円
 

※２ 一般管理費のうち主なものは次のとおりでありま

す。

給料諸手当 1,790百万円

従業員賞与 190百万円

賞与引当金繰入額 203百万円

役員退職慰労引当金繰入額 6百万円

厚生費 415百万円

退職給付費用 115百万円

旅費交通費 347百万円

減価償却費 377百万円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は48百万円であります。

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は45百万

円であります。

─ ※４ 固定資産売却益は、土地売却益35百万円ほかであ

ります。

※５ 固定資産売却損は、土地売却損１百万円ほかであ

ります。

─

※６ 固定資産廃棄損は、建物除却損及び取り壊し費用

112百万円ほかであります。

※６ 固定資産廃棄損は、ソフトウェア廃棄損20百万円

ほかであります。

─ ※７ 土地活用関連費用は、土地の有効活用に向けた賃

貸のための建物取壊し及び土地整備等に係る費用で

あります。

─ ※８ 事業再編関連費用は、電子関連事業の組織再編に

伴う退職加算金26百万円ほかであります。

 

※９ 減損損失は、当連結会計年度において、当社グル

ープの以下の資産グループについて計上したもので

あります。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 長野県
建物 塩尻市他

   当社グループは、事業の種類別セグメントを基準

として資産のグルーピングを行っていますが、遊休

資産については独立したキャッシュ・フローを生み

出す単位としてそれぞれグルーピングしておりま

す。 

 上記の資産については、それぞれ遊休状態にあり

今後も使用の目処が立っていないため、また、継続

的な地価下落等により、当連結会計年度において減

損損失９百万円を計上いたしました。 

 減損損失の内訳は、土地８百万円、建物１百万円

であります。回収可能価額については、正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定評価額等により

算定しております。

─ 

※10 投資有価証券評価損は、時価等が著しく下落した

有価証券について、評価減を行ったものでありま

す。

─  

 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 2,519株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求に伴う処分による減少 1,400株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
(注) １株当たり配当額７円には、創立120周年記念配当２円を含んでおります。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 39,600,000 ─ ─ 39,600,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 19,182 2,519 1,400 20,301

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 197 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 277 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月27日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記される科目の金額との関係

現金預金勘定 1,483百万円

現金及び現金同等物 1,483百万円

２ 重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リ

ース取引に係る固定資産の額は813百万円、負債の額

は853百万円であります。

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記される科目の金額との関係

現金預金勘定 1,783百万円

現金及び現金同等物 1,783百万円

２ 重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リ

ース取引に係る固定資産の額は131百万円、負債の額

は137百万円であります。



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

〈借主側〉

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

614 402 212

その他の 
有形固定資産 
(工具器具備品)

369 200 169

合計 984 602 381

〈借主側〉

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

567 442 124

その他の
有形固定資産 
(工具器具備品)

362 237 125

合計 929 679 250

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 168百万円

１年超 223百万円

合計 391百万円

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 122百万円

１年超 134百万円

合計 257百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 189百万円

減価償却費相当額 179百万円

支払利息相当額 8百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 179百万円

減価償却費相当額 168百万円

支払利息相当額 6百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 ① 株式 2,301 4,816 2,515

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 2,301 4,816 2,515

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 ① 株式 0 0 △0

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 0 0 △0

合計 2,301 4,816 2,515

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

324 265 1



４ 時価評価されていない有価証券 

(1) 満期保有目的の債券 

  

 
  

(2) その他有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損１百万円を計上しております。 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

割引金融債 19

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 269

区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内

(百万円)
５年超10年以内

(百万円)
10年超(百万円)

① 満期保有目的の債券

   国債・地方債等 ― ― ― ―

   社債 ― ― ― ―

   その他 19 ― ― ―

② その他有価証券 ― ― ― ―

合計 19 ― ― ―



次へ 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 ① 株式 2,135 3,928 1,793

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 2,135 3,928 1,793

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 ① 株式 218 198 △19

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 218 198 △19

合計 2,353 4,127 1,773

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 269



(デリバティブ取引関係) 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用

目的

   当グループは、通貨関連では特定の外貨建資

産・負債を対象とした包括的な為替予約取引、金

利関連では金利スワップ取引を利用しておりま

す。包括的な為替予約取引は、外貨建資産・負債

に係る将来の為替相場の変動による損失回避を目

的とし、金利スワップ取引は借入金利の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクの回避

を目的としております。包括的な為替予約取引は

過去の輸出入等の実積と今後の計画に基づき、必

要な時期に必要な量を実施しております。なお、

デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行って

おります。

１ 取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用

目的

同左

 ①ヘッジ手段とヘッジ対象

  ａ ヘッジ手段…為替予約

    ヘッジ対象…商品の輸出・輸入による外貨建

売上債権・外貨建買入債務及び

外貨建予定取引

  ｂ ヘッジ手段…金利スワップ

    ヘッジ対象…借入金

 ①ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ②ヘッジ方針

   将来の為替及び金利の市場変動リスクをヘッジ

する方針であり、投機的な取引及び短期的な売買

利益を得る目的でのデリバティブ取引は行ってお

りません。

 ②ヘッジ方針

同左

 ③ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を直接結び付けて判断しており

ます。ただし、特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略しておりま

す。

 ③ヘッジ有効性評価の方法

同左

(2) 取引に係るリスクの内容について

   デリバティブ取引は、取引相手が倒産等によっ

て契約不履行となることで被る損失に係る信用リ

スクと、金利・為替等、市場の変動によって発生

する損失に係る市場リスクを有しています。信用

リスクについては、安全と考えられる金融機関の

みを取引相手としてデリバティブ取引を行ってお

り、そのリスクはほとんどないと判断しておりま

す。市場リスクについては、全ての取引をヘッジ

目的で行っており、当該取引の評価損益はヘッジ

対象の今後のオンバランス取引の評価損益と相殺

されます。

   また、当グループは時価の変動率が大きく、経

営に重大な影響を及ぼすような取引は行っており

ません。

(2) 取引に係るリスクの内容について

同左



 
  

(退職給付関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 取引に係るリスク管理体制

   グループ内の体制としては、取引導入時の目

的・内容・取引相手・保有リスク及び損失の限度

額・リスク額の報告体制等、デリバティブ取引に

ついての規定を当社常務会の承認を受けて定めて

おります。社内規定にある限度を超えて取引を行

う場合には、当社常務会の承認を必要とします。

(3) 取引に係るリスク管理体制

同左

２ 取引の時価等に関する事項

   ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はあり

ません。

２ 取引の時価等に関する事項

同左

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制

度及び退職一時金制度を採用し、退職給付債務、退

職給付引当金及び退職給付費用の計算は簡便法によ

っております。また、早期退職に際しては割増退職

金を支払う場合があります。

   適格退職年金制度の過去勤務費用の償却は年25％

定率にておこなっております。

なお、当社は平成18年４月１日をもって、従来の

退職年金制度のうち適格退職年金制度を廃止し、新

たに確定拠出年金制度を採用いたしました。

   また、一部の連結子会社につきましては、中小企

業退職金共済制度に加入しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社は、退職給付制度として確定拠出年金制度及

び退職一時金制度を採用し、退職給付債務、退職給

付引当金及び退職給付費用の計算は簡便法によって

おります。

   また、一部の連結子会社は確定拠出年金制度又は

中小企業退職金共済制度を採用しております。

なお、早期退職に際しては割増退職金を支払う場

合があります。

   

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △1,865百万円

ロ 年金資産 (注) 606百万円

ハ 退職給付引当金(イ＋ロ) △1,258百万円

  (注) 直近の年金財政決算額に期末日までの拠出額

及び給付額を加減して算出しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 1,063百万円

ロ 退職給付引当金 1,063百万円

  

 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 85百万円

ロ 退職給付費用 85百万円

 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 22百万円

ロ 臨時に支払った割増退職金 26百万円

ハ その他 (注) 96百万円

ニ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ) 145百万円

  (注) 確定拠出年金への掛金支払額であります。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

   当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率

等については、記載しておりません。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 123百万円

たな卸資産に係る未実現利益 6百万円

退職給付引当金 514百万円

固定資産に係る未実現利益 141百万円

繰越欠損金 338百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 9百万円

未払事業税 22百万円

未払役員退職慰労金 56百万円

その他 112百万円

繰延税金資産小計 1,326百万円

評価性引当額 △320百万円

繰延税金資産合計 1,005百万円

(繰延税金負債)

連結子会社の資産の時価評価差額 △30百万円

その他有価証券評価差額金 △1,031百万円

その他 △17百万円

繰延税金負債合計 △1,079百万円

繰延税金負債の純額 △74百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 93百万円

たな卸資産に係る未実現利益 5百万円

退職給付引当金 435百万円

固定資産に係る未実現利益 121百万円

繰越欠損金 372百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 5百万円

未払事業税 14百万円

未払役員退職慰労金 56百万円

その他 68百万円

繰延税金資産小計 1,173百万円

評価性引当額 △292百万円

繰延税金資産合計 881百万円

(繰延税金負債)

連結子会社の資産の時価評価差額 △30百万円

その他有価証券評価差額金 △727百万円

その他 △32百万円

繰延税金負債合計 △790百万円

繰延税金資産の純額 90百万円

 

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 41.0%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.4%

連結子会社からの受取配当金消去 1.8%

住民税均等割 1.1%

税効果を認識していない子会社の一時差

異
0.6%

連結調整勘定償却額 1.0%

ＩＴ投資促進税制による法人税額特別控

除
△5.6%

その他 1.5%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8%

 

 
 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 41.0%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9%

連結子会社からの受取配当金消去 5.3%

住民税均等割 1.7%

評価性引当額の増減 △4.4%

ＩＴ投資促進税制による法人税額特別控

除
△1.0%

その他 △1.7%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.8%



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 当社グループの事業戦略に基づき、取扱商品、事業形態等を考慮して事業区分しています。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 繊維関連事業…繊維製品の卸売及び小売、原糸の卸売 

(2) 食品関連事業…冷凍食品、水産物、農産物の輸出入及び国内販売 

(3) 住・物資関連事業…金属製品、機械機器、電気製品、建築資材、生活雑貨の卸売、建築工事の施工、不動

産賃貸、損害保険代理店業務、建築金物製造販売 

(4) 電子関連事業…コンデンサ、湿度センサ、環境機器、電気製品、電子部品の製造・組立・販売 

         測定機器製造販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,269百万円であり、親会社本社

の管理部門および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,806百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および親会社本社の管理部門に係る資

産等であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(3)④に記載のとおり、当連結会計年度から一部の

国内連結子会社の役員退職慰労金の計上方法を変更しております。この変更に伴ない、従来の方法と比較し

て、当連結会計年度の営業費用が住・物資関連事業並びに電子関連事業でそれぞれ０百万円減少し、消去又

は全社で３百万円増加して、連結では２百万円の増加となる一方で、営業利益につきましては、住・物資関

連事業並びに電子関連事業でそれぞれ０百万円増加し、消去又は全社で３百万円減少して、連結では２百万

円の減少となります。 

  

繊維
関連事業 
(百万円)

食品 
関連事業 
(百万円)

住・物資
関連事業 
(百万円)

電子
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

15,456 19,037 7,404 6,851 48,750 ― 48,750

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― 17 18 35 (35) ―

計 15,456 19,037 7,421 6,869 48,785 (35) 48,750

  営業費用 15,107 17,180 7,362 6,653 46,304 1,092 47,396

  営業利益 348 1,857 59 215 2,481 (1,128) 1,353

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出

  資産 3,249 7,911 4,578 4,432 20,172 7,524 27,696

  減価償却費 2 0 75 225 303 63 367

  減損損失 ― ― ― ― ― 9 9

  資本的支出 6 1 28 373 409 839 1,249



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 当社グループの事業戦略に基づき、取扱商品、事業形態等を考慮して事業区分しております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 繊維関連事業…繊維製品、原糸の卸売 

(2) 食品関連事業…冷凍食品、水産物、農産物の輸出入及び国内販売 

(3) 住・物資関連事業…金属製品、機械機器、電気製品、建築資材、生活雑貨の卸売、建築工事の施工、不動

産賃貸、損害保険代理店業務、建築金物製造販売 

(4) 電子関連事業…コンデンサ、湿度センサ、環境機器、電気製品、電子部品の製造・組立・販売 

         測定機器製造販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,649百万円であり、親会社本社

の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は10,374百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び親会社本社の管理部門に係る資産等でありま

す。 

５ 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より当社及び一部の国内連結子会社の輸入仕入に係る

諸掛費の計上区分及びたな卸資産への配分方法を変更しております。この変更に伴ない、従来の方法と比較

して、当連結会計年度の営業費用が繊維関連事業で４百万円、食品関連事業で49百万円、住・物資関連事業

で５百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少いたしました。また、電子関連事業は営業費用が０百万円

減少し、営業利益が同額増加いたしました。その結果、連結では営業費用は59百万円増加し、営業利益は同

額減少しております。 

  

繊維
関連事業 
(百万円)

食品 
関連事業 
(百万円)

住・物資
関連事業 
(百万円)

電子
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

16,347 20,502 7,919 6,583 51,352 ― 51,352

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― 22 ― 22 (22) ―

計 16,347 20,502 7,941 6,583 51,374 (22) 51,352

  営業費用 15,980 19,048 7,822 6,209 49,060 1,431 50,491

  営業利益 367 1,453 119 373 2,314 (1,453) 861

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

  資産 3,556 8,324 4,497 4,323 20,701 7,854 28,556

  減価償却費 1 0 68 202 273 231 505

  資本的支出 6 ― 206 230 443 221 665



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア…シンガポール、マレーシア 

(2) 北米…米国 

(3) 中国…中国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,269百万円であり、親会社本社

の管理部門および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,806百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および親会社本社の管理部門に係る資

産などであります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(3)④に記載のとおり、当連結会計年度から一部の

国内連結子会社の役員退職慰労金の計上方法を変更しております。この変更に伴ない、従来の方法と比較し

て、当連結会計年度の営業費用が日本で１百万円減少し、消去又は全社で３百万円増加して、連結では２百

万円の増加となる一方で、営業利益につきましては、日本で１百万円増加し、消去又は全社で３百万円減少

して、連結では２百万円の減少となります。 

  

日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

北米
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

45,586 499 1,443 1,220 48,750 ― 48,750

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

361 656 350 1,243 2,611 (2,611) ―

計 45,948 1,155 1,793 2,463 51,361 (2,611) 48,750

  営業費用 43,701 1,084 1,792 2,438 49,017 (1,620) 47,396

  営業利益 2,246 70 1 25 2,344 (990) 1,353

Ⅱ 資産 19,219 572 465 321 20,579 7,117 27,696



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア…マレーシア 

(2) 北米…米国 

(3) 中国…中国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,649百万円であり、親会社本社

の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は10,374百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び親会社本社の管理部門に係る資産等でありま

す。 

５ 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より当社及び一部の国内連結子会社の輸入仕入に係る

諸掛費の計上区分及びたな卸資産への配分方法を変更しております。この変更に伴ない、従来の方法と比較

して、当連結会計年度の営業費用が日本で59百万円増加し、営業利益は日本で同額減少しております。その

結果、連結においても営業費用が59百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 

  

日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

北米
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

48,280 545 1,292 1,234 51,352 ― 51,352

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

333 816 277 1,579 3,007 (3,007) ―

計 48,613 1,362 1,570 2,813 54,359 (3,007) 51,352

  営業費用 46,559 1,257 1,555 2,776 52,147 (1,656) 50,491

  営業利益 2,054 105 14 37 2,211 (1,350) 861

Ⅱ 資産 19,516 674 445 451 21,089 7,467 28,556



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中国……………中国 

(2) 東南アジア……シンガポール、マレーシア他 

(3) 北米……………米国、カナダ 

(4) その他の地域…欧州他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中国……………中国 

(2) 東南アジア……シンガポール、マレーシア他 

(3) 北米……………米国、カナダ 

(4) その他の地域…欧州他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

  

 
  

中国 東南アジア 北米 その他の地域 計

海外売上高(百万円) 2,568 1,284 939 401 5,194

連結売上高(百万円) 48,750

海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％)

5.3 2.7 1.9 0.8 10.7

中国 東南アジア 北米 その他の地域 計

海外売上高(百万円) 2,994 1,415 663 359 5,432

連結売上高(百万円) 51,352

海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％)

5.8 2.8 1.3 0.7 10.6

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。



(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 150円35銭

１株当たり当期純利益 13円89銭

１株当たり純資産額 144円94銭

１株当たり当期純利益 ９円19銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

（追加情報）

 当連結会計年度より改正後の「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平

成18年１月31日 企業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年１月31日 企業会計基準

適用指針第４号）を適用しております。

 なお、前連結会計年度と同様の方法により算定した当

連結会計年度の１株当たり純資産額は144円37銭となり

ます。

 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益 549百万円

普通株式に係る当期純利益 549百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,582,275株

 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益 363百万円

普通株式に係る当期純利益 363百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,579,631株



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年以内に償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ その他の有利子負債のファイナンス・リース債務（１年内）及びファイナンス・リース債務（１年超）は、

連結貸借対照表ではそれぞれ流動負債の「その他の流動負債」及び固定負債の「その他の固定負債」に含ま

れております。 

３ 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済

予定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

神栄㈱ 第９回普通社債
平成14年 
９月30日

500
500 
(500)

0.59 無担保社債
平成19年
９月28日

神栄㈱ 第10回普通社債
平成15年 
３月28日

280
140 
(140)

0.42 無担保社債
平成20年
３月28日

神栄㈱ 第11回普通社債
平成18年 
１月23日

600
480 
(120)

0.87 無担保社債
平成23年
１月21日

神栄㈱ 第12回普通社債
平成18年 
６月29日

―
180 
(40)

1.68 無担保社債
平成23年
６月29日

合計 ― ― 1,380
1,300 
(800)

― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

800 160 160 160 20

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 5,628 5,144 1.41 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,794 1,984 1.82 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

4,189 4,807 1.87
平成20年10月31日～
平成29年10月25日

その他の有利子負債

 ファイナンス・リース債務 
 （１年内）

170 198 2.52 ―

 ファイナンス・リース債務 
 （１年超）

666 570 2.52
平成20年４月26日～
平成24年１月26日

合計 12,448 12,705 ― ―

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 1,794 1,469 934 326

その他の有利子負
債

198 198 159 14



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

第138期
(平成18年３月31日)

第139期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,115 1,212

 ２ 受取手形 ※４ 337 376

 ３ 売掛金 ※４ 5,900 6,524

 ４ 有価証券 19 ―

 ５ 商品 5,710 6,195

 ６ 未着商品 281 209

 ７ 前払費用 74 81

 ８ 繰延税金資産 134 77

 ９ 関係会社短期貸付金 563 640

 10 未収入金 770 782

 11 保証金 80 ―

 12 未収消費税等 7 ―

 13 その他の流動資産 64 161

 14 貸倒引当金 △49 △21

  流動資産合計 15,011 53.6 16,238 56.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※１ 3,731 3,728

    減価償却累計額 △1,516 2,214 △1,606 2,121

  ２ 構築物 ※１ 140 139

    減価償却累計額 △110 30 △113 25

  ３ 機械装置 ※１ 536 543

    減価償却累計額 △425 110 △441 101

  ４ 車両運搬具 25 28

    減価償却累計額 △13 11 △14 14

  ５ 工具器具備品 444 467

    減価償却累計額 △305 139 △345 121

  ６ 土地 ※１ 382 329

  ７ 建設仮勘定 7 210

   有形固定資産合計 2,896 10.4 2,926 10.2



 

第138期
(平成18年３月31日)

第139期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ 営業権 1 ―

  ２ 特許権 19 18

  ３ 借地権 2 2

  ４ ソフトウェア 750 664

  ５ ソフトウェア仮勘定 ― 133

  ６ 電信電話加入権 9 9

   無形固定資産合計 784 2.8 829 2.9

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 5,082 4,392

  ２ 関係会社株式 3,765 3,765

  ３ 関係会社出資金 37 37

  ４ 従業員貸付金 113 73

  ５ 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権

305 274

  ６ 長期前払費用 16 7

  ７ 差入保証金 59 ―

  ８ その他の投資 207 260

  ９ 貸倒引当金 △287 △261

   投資その他の資産合計 9,301 33.2 8,551 30.0

   固定資産合計 12,983 46.4 12,307 43.1

Ⅲ 繰延資産

  １ 社債発行費 3 5

   繰延資産合計 3 0.0 5 0.0

   資産合計 27,998 100.0 28,552 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※１ 1,133 1,490

 ２ 買掛金 ※1,4 1,765 2,016

 ３ 短期借入金 ※１ 5,533 5,084

 ４ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金

※１ 1,794 1,984

 ５ 一年以内に償還予定の 
   社債

260 800

 ６ 未払金 318 310

 ７ 未払費用 1,113 1,337

 ８ 未払法人税等 109 42

 ９ 前受金 12 13

 10 預り金 ※４ 2,151 2,467

 11 前受収益 8 6

 12 賞与引当金 205 139

 13 その他の流動負債 25 ―

  流動負債合計 14,432 51.5 15,692 55.0



 

  

第138期
(平成18年３月31日)

第139期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,120 500

 ２ 長期借入金 ※１ 4,189 4,807

 ３ 長期リース債務 666 570

 ４ 未払役員退職慰労金 138 138

 ５ 繰延税金負債 344 139

 ６ 退職給付引当金 1,223 1,028

 ７ その他の固定負債 63 213

  固定負債合計 7,744 27.7 7,399 25.9

  負債合計 22,176 79.2 23,091 80.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,980 7.1 ─ ─

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 495 ─

 ２ その他資本剰余金

  (1) 資本金及び資本 
    準備金減少差益

554 554 ─ ─

  資本剰余金合計 1,049 3.7 ─ ─

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 1,313 ─

  利益剰余金合計 1,313 4.7 ─ ─

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５ 1,483 5.3 ─ ─

Ⅴ 自己株式 ※３ △4 △0.0 ─ ─

   資本合計 5,821 20.8 ─ ─

   負債資本合計 27,998 100.0 ─ ─

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ─ 1,980

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ─ 495

  (2) その他資本剰余金 ─ 554

   資本剰余金合計 ─ 1,049

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    別途積立金 ─ 300

    繰越利益剰余金 ─ 1,067

   利益剰余金合計 ─ 1,367

 ４ 自己株式 ─ △5

   株主資本合計 ─ ─ 4,391 15.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

─ 1,046

 ２ 繰延ヘッジ損益 ─ 22

   評価・換算差額等合計 ─ ─ 1,069 3.7

   純資産合計 ─ ─ 5,460 19.1

   負債純資産合計 ─ ─ 28,552 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 40,553 ―

 ２ 売上値引及び戻り高 498 40,054 100.0 ― 43,417 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品たな卸高 5,438 5,992

 ２ 当期商品仕入高 33,334 37,698

   合計 38,772 43,690

 ３ 期末商品たな卸高 5,992 6,404

 ４ 他勘定への振替高 ※１ 56 32,723 81.7 109 37,176 85.6

   売上総利益 7,331 18.3 6,240 14.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造費及び運賃 728 827

 ２ 保管料荷役料 1,637 692

 ３ 販売手数料 220 274

 ４ 保険料 59 ―

 ５ 貸倒引当金繰入額 22 ―

 ６ その他の販売費 148 255

 ７ 役員報酬 147 178

 ８ 給料諸手当 937 1,014

 ９ 従業員賞与 186 115

 10 賞与引当金繰入額 205 139

 11 役員退職慰労金 3 ―

 12 厚生費 254 270

 13 退職給付費用 83 105

 14 租税公課 68 62

 15 旅費交通費 191 218

 16 交際費 30 17

 17 通信費 55 56

 18 研究費 ※２ 44 40

 19 委託手数料 519 599

 20 賃借料 55 54

 21 減価償却費 177 338

 22 その他の一般管理費 543 6,322 15.8 641 5,901 13.6

   営業利益 1,008 2.5 339 0.8



 

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益 ※３

 １ 受取利息 19 18

 ２ 受取配当金 89 81

 ３ 賃貸料 149 133

 ４ 関係会社からの 
   経営指導料

158 185

 ５ 為替差益 28 50

 ６ 雑益 63 508 1.3 72 540 1.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 252 255

 ２ 手形売却損 41 41

 ３ 賃貸資産管理費 28 28

 ４ たな卸資産処分損 32 ―

 ５ 雑損 67 421 1.1 68 393 0.9

   経常利益 1,095 2.7 486 1.1

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ ― 2

 ２ 受取開発負担金 ― 40

 ３ 投資有価証券売却益 261 261 0.6 ― 42 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※５ 3 ―

 ２ 固定資産廃棄損 ※６ 117 25

 ３ 土地活用関連費用 ※７ ― 48

 ４ 減損損失 ※８ 36 ―

 ５ 役員退職慰労金 138 ―

 ６ 投資有価証券売却損 1 ―

 ７ 投資有価証券評価損 ※９ 1 297 0.7 ― 74 0.2

   税引前当期純利益 1,059 2.6 454 1.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

386 61

   法人税等調整額 29 416 1.0 141 202 0.4

   当期純利益 643 1.6 251 0.6

   前期繰越利益 669 ―

   当期未処分利益 1,313 ─



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認日であります。 

  

第138期
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(当期未処分利益の処分)

Ⅰ 当期未処分利益 1,313

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 197

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 300 497

Ⅲ 次期繰越利益 815

(その他資本剰余金の処分)

Ⅰ その他資本剰余金

 １ 資本金及び資本準備金 
   減少差益

554 554

Ⅱ その他資本剰余金処分額 ―

Ⅲ その他資本剰余金 
  次期繰越額

 １ 資本金及び資本準備金 
   減少差益

554 554



④ 【株主資本等変動計算書】 

第139期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

 
  

   
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,980 495 554 1,049

事業年度中の変動額

 剰余金の配当  (注) ―

 別途積立金の積立(注) ―

 当期純利益 ―

 自己株式の取得 ―

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 1,980 495 554 1,049

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) ― 1,313 1,313 △4 4,337

事業年度中の変動額

 剰余金の配当  (注) △197 △197 △197

 別途積立金の積立(注) 300 △300 ― ―

 当期純利益 251 251 251

 自己株式の取得 ― △0 △0

 自己株式の処分 ― 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

300 △246 53 △0 53

平成19年３月31日残高(百万円) 300 1,067 1,367 △5 4,391

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,483 ― 1,483 5,821

事業年度中の変動額

 剰余金の配当   (注) △197

 別途積立金の積立(注) ―

 当期純利益 251

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△437 22 △414 △414

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△437 22 △414 △361

平成19年３月31日残高(百万円) 1,046 22 1,069 5,460



重要な会計方針 

  
第138期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 有価証券(有価証券、投資有価証券、関係会社株式)

の評価基準及び評価方法

 (1) 満期保有目的の債券：償却原価法

(2) 子会社株式及び関連会社株式 ：移動平均法によ

る原価法

 (3) その他有価証券

①時価のあるもの

期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により、算定しておりま

す。)

②時価のないもの

移動平均法による原価法

 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

 ―

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 

：同左

 (2) その他有価証券

①時価のあるもの

期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により、算定しておりま

す。)

②時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準：原価法

評価方法：個別法または移動平均法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(土地及び建設仮勘定を除く)

償却方法は本社ビルの建物(建物附属設備を含む)

については定額法、その他は定率法によっておりま

す。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)については定額法によっており

ます。

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(土地及び建設仮勘定を除く)

同左

(2) 無形固定資産及び長期前払費用

   定額法によっております。

   ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における見込利用可能期間(５年)による定額法

によっております。

(2) 無形固定資産及び長期前払費用

同左

４ 繰延資産の処理方法

  繰延資産に計上している社債発行費は、商法施行規

則に規定する期間(３年)で均等償却を行っておりま

す。

４ 繰延資産の処理方法

  繰延資産に計上している社債発行費は、償還までの

期間にわたり定額にて償却しております。なお、平成

18年３月31日以前に発行した社債に係る社債発行費に

ついては、旧商法施行規則に規定する期間(３年)で均

等償却を行っております。

５ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため計上してお

ります。

 ①一般債権

貸倒実績率法によっております。

 ②貸倒懸念債権及び破産更生債権

個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

５ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見

込額のうち当会計年度の負担額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左



 

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

   なお、平成18年４月１日をもって、従来の退職年

金制度のうち適格退職年金制度を廃止し、新たに確

定拠出年金制度を採用いたしました。

(3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる額を計上して

おります。

   

(4) 子会社投資損失引当金

   子会社に対する投資について、将来当社が負担す

る可能性がある損失に備えるため、子会社の財政状

態および経営成績を考慮して計上しております。な

お、貸借対照表においては、当該引当金233百万円

を関係会社株式と相殺して表示しております。

(4) 子会社投資損失引当金

同左

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

６ リース取引の処理方法

同左

７ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予

約等が付されている外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っております。また、特例処理の

要件を満たしている金利スワップについては、特例

処理を行っております。

７ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   当事業年度にヘッジ会計を適用しましたヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

  ①ヘッジ手段 為替予約

   ヘッジ対象 商品の輸出・輸入による外貨建売上

債権・外貨建買入債務及び外貨建予

定取引

  ②ヘッジ手段 金利スワップ

   ヘッジ対象 借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

   将来の為替及び金利の市場変動リスクをヘッジす

る方針であり、投機的な取引及び短期的な売買利益

を得る目的でのデリバティブ取引は行っておりませ

ん。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動を直接結び付けて判定しておりま

す。ただし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(5) その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

   ヘッジ取引の執行・管理については、取引権限等

を定めた社内規定に基づき、常務会の承認を得て行

っております。

(5) その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

同左



 
  

会計処理の変更 

  

 

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

８ その他財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

  税抜方式を採用しております。

８ その他財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

─ （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

5,437百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。
─ （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 繰延資産の処理方法については、従来、社債発行費は

旧商法施行規則に規定する期間（３年）で均等償却を行

っておりましたが、当事業年度より「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成

18年８月11日 実務対応報告第19号）を適用し、平成18

年４月１日以降発生の社債発行費については、社債の償

還までの期間で月数を基準とした定額法により償却する

方法に変更しております。 

 なお、前事業年度末において計上している社債発行費

は、従来どおり旧商法施行規則に規定する期間（３年）

で均等償却を行っております。 

 この変更による損益に与える影響は軽微であります。
─ （輸入仕入に係る諸掛費の計上区分及びたな卸資産への

配分方法） 

 輸入仕入に係る諸掛費のたな卸資産への配分方法につ

いて、従来、部門を単位として算定し、費用処理額を

「保管料荷役料」等として販売費及び一般管理費に計上

しておりましたが、当事業年度より品目毎に算定し、費

用処理額を売上原価に計上する方法に変更しておりま

す。 

 この変更は、為替や原油価格の変動リスクが存在する

ことによる仕入コスト管理への取組みの強化を背景に、

システムの改定等に伴い売上に対応する仕入原価がより

厳密に把握できる体制が整ったことから、費用と収益の

個別対応関係を明確にし、期間損益をより適正に表示す

るために行ったものであります。 

 この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、

売上原価は1,383百万円多く、売上総利益は同額少なく

計上されております。また、販売費及び一般管理費は

1,330百万円少なく、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益はそれぞれ53百万円少なく計上されておりま

す。



  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。これにより税引前当期純利益

は36百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。

―

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

― 
 
 
 
 
 

（貸借対照表） 

 前事業年度において区分掲記しておりました流動資産

の「保証金」（当事業年度末80百万円）及び「未収消費

税等」（当事業年度末15百万円）は、それぞれ資産総額

の100分の１以下であるため、当事業年度より「その他

の流動資産」に含めて表示しております。 

 前事業年度において区分掲記しておりました投資その

他の資産の「差入保証金」（当事業年度末60百万円）

は、資産総額の100分の１以下であるため、当事業年度

より「その他の投資」に含めて表示しております。

― 
 
 
 
 
 

（損益計算書） 

 前事業年度において売上高の控除項目として区分掲記

しておりました「売上値引及び戻り高」（当事業年度

232百万円）は、取引の多くが経常的に発生しており、

また売上高に占める割合もほぼ一定であり、かつ金額的

重要性がないため、当事業年度より「商品売上高」（当

事業年度43,649百万円）とあわせて「売上高」として一

括して表示しております。 

 前事業年度において区分掲記しておりました販売費及

び一般管理費の「保険料」（当事業年度５百万円）は、

会計処理の変更に記載のとおり、輸入仕入に係る諸掛費

のたな卸資産への配分方法について品目毎に算定し、費

用処理額を売上原価に計上する方法に変更したことによ

り、金額が僅少となったため、当事業年度より「その他

の販売費」に含めて表示しております。 

 前事業年度において区分掲記しておりました営業外費

用の「たな卸資産処分損」（当事業年度17百万円）は、

営業外費用の総額の100分の10以下であるため、当事業

年度より「雑損」に含めて表示しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
第138期 

(平成18年３月31日現在)
第139期

(平成19年３月31日現在)

 

※１ 担保に供している資産と、簿価及び対応債務は下
記のとおりであります。

担保に供している資産

担保提供資産科目
金額 

(百万円)
対応債務

建物 1,922

借入金構築物 3

土地 162

建物 131

借入金の財団抵当
構築物 5

機械装置 13

土地 39

投資有価証券 203
支払手形 
買掛金

合計 2,482

 

※１ 担保に供している資産と、簿価及び対応債務は下
記のとおりであります。

担保に供している資産

担保提供資産科目
金額

(百万円)
対応債務

建物 1,854

借入金構築物 3

土地 162

建物 146

借入金の財団抵当
構築物 5

機械装置 13

土地 39

投資有価証券 163
支払手形 
買掛金

合計 2,389

(上記のうち財団抵当190百万円) (上記のうち財団抵当205百万円)

 
対応債務

科目 金額(百万円)

支払手形 213

買掛金 21

短期借入金 2,283

長期借入金 
(１年以内返済予定額を含む)

2,873

 
対応債務

科目 金額(百万円)

支払手形 318

買掛金 32

短期借入金 1,684

長期借入金
(１年以内返済予定額を含む)

3,946

(上記のうち財団抵当4,608百万円) (上記のうち財団抵当5,127百万円)

※２ 授権株式数 普通株式 120,000,000株

発行済株式総数 普通株式 39,600,000株

※３ 自己株式の保有 普通株式 19,182株

            ─ 

 

             ─

 

※４ 関係会社に係る注記
関係会社に対する資産、負債のうち区分掲記され

たもの以外で主なものは次のとおりであります。

科目 金額(百万円)

受取手形及び売掛金 647

買掛金 346

預り金 2,031
 

※４ 関係会社に係る注記
関係会社に対する資産、負債のうち区分掲記され

たもの以外で主なものは次のとおりであります。

科目 金額(百万円)

受取手形及び売掛金 797

買掛金 452

預り金 2,299

 

 

受取手形割引高 2,426百万円

  上記のほか、弁済遡及義務がない譲渡手形が
2,109百万円あります。

※５ 配当制限
有価証券の時価評価により、純資産額が1,483百万
円増加しております。なお、当該金額は商法施行規
則第124条第３号の規定により、配当に充当するこ
とが制限されております。

 
受取手形割引高 2,446百万円

 上記のほか、弁済遡及義務のない譲渡手形が
2,451百万円あります。

            ─

─ （追加情報）
期末日満期手形の処理

  期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理
しております。

  なお、当期末日は金融機関の休日であったため、
期末日満期手形が以下の科目に含まれております。

受取手形割引高 100百万円

譲渡手形 243百万円

支払手形 165百万円



(損益計算書関係) 

  

 

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定への振替高の内訳

振替先項目
金額 

(百万円)

販売費及び一般管理費 24

営業外費用 32

合計 56

※１ 他勘定への振替高の内訳

振替先項目
金額 

(百万円)

販売費及び一般管理費 84

営業外費用 25

合計 109

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、44百万円で

あります。

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、40百万円で

あります。

※３ 関係会社との取引による営業外収益

賃貸料 148百万円

経営指導料 158百万円

受取配当金 53百万円

※３ 関係会社との取引による営業外収益

賃貸料 133百万円

その他の営業外収益 61百万円

― 
 

※４ 固定資産売却益は、土地売却益１百万円ほかであ

ります。

※５ 固定資産売却損は、土地売却損１百万円ほかであ

ります。

            ─

※６ 固定資産廃棄損は、建物除却損及び取り壊し費用

93百万円ほかであります。

※６ 固定資産廃棄損は、ソフトウェア廃棄損20百万円

ほかであります。

― ※７ 土地活用関連費用は、土地の有効活用に向けた賃

貸のための建物取壊し及び土地整備等に係る費用で

あります。

 

※８ 減損損失は、当事業年度において、当社の以下の

資産グループについて計上したものであります。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 京都府
建物 綾部市、

長野県
塩尻市他

   当社は、事業の種類別セグメントを基準として資

産のグルーピングを行っていますが、遊休資産につ

いては独立したキャッシュ・フローを生み出す単位

としてそれぞれグルーピングしております。 

 上記の資産については、それぞれ遊休状態にあり

今後も使用の目処が立っていないため、また、継続

的な地価下落等により、当事業年度において減損損

失36百万円を計上いたしました。 

 減損損失の内訳は、土地34百万円、建物１百万円

であります。回収可能価額については、正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定評価額等により

算定しております。

            ─

※９ 投資有価証券評価損は、時価等が著しく下落した

有価証券について、評価減を行ったものでありま

す。

―



(株主資本等変動計算書関係) 

第139期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 2,519株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求に伴う処分による減少 1,400株 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日)及び当事業年度(平成19年３月31日)のいずれにおいても子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものは、所有しておりません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 19,182 2,519 1,400 20,301

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

〈借主側〉

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累計 
額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 23 13 10

工具器具備品 252 146 106

合計 275 159 116

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

〈借主側〉

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累計 
額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 23 17 5

工具器具備品 276 196 79

合計 299 213 85

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 50百万円

１年超 68百万円

合計 118百万円

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 36百万円

１年超 50百万円

合計 87百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 58百万円

減価償却費相当額 56百万円

支払利息相当額 2百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 53百万円

支払利息相当額 1百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤利息相当額の算定方法

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

第138期 
(平成18年３月31日現在)

第139期
(平成19年３月31日現在)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金損金算入限度超過額 8百万円

賞与引当金 84百万円

退職給付引当金 501百万円

未払事業税 15百万円

未払役員退職慰労金 56百万円

子会社投資損失引当金 95百万円

その他 74百万円

繰延税金資産小計 836百万円

評価性引当額 △14百万円

繰延税金資産合計 821百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,031百万円

繰延税金負債合計 △1,031百万円

繰延税金負債の純額 △209百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金損金算入限度超過額 4百万円

賞与引当金 57百万円

退職給付引当金 421百万円

未払事業税 7百万円

未払役員退職慰労金 56百万円

子会社投資損失引当金 95百万円

その他 51百万円

繰延税金資産小計 695百万円

評価性引当額 △14百万円

繰延税金資産合計 680百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △727百万円

繰延ヘッジ損益 △15百万円

繰延税金負債合計 △742百万円

繰延税金負債の純額 △62百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 41.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△0.7％

住民税均等割 0.6％

ＩＴ投資促進税制による法人税額特別控除 △5.4％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.3％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 41.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△2.6％

住民税均等割 1.3％

ＩＴ投資促進税制による法人税額特別控除 △1.4％

その他 1.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％



(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第139期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 147円08銭

１株当たり当期純利益 16円25銭

１株当たり純資産額 137円96銭

１株当たり当期純利益 ６円36銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

（追加情報）

 当事業年度より改正後の「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平成18

年１月31日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年１月31日 企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。

 なお、前事業年度と同様の方法により算定した当事業

年度の１株当たり純資産額は137円39銭となります。

 

 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 643百万円

普通株式に係る当期純利益 643百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,582,275株

 

 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 251百万円

普通株式に係る当期純利益 251百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,579,631株



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

  ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
  グループ

903 1,232

  ㈱三井住友フィナンシャル 
  グループ

853 935

  ㈱京都銀行 483,450 645

  ㈱みなと銀行 1,473,000 385

  ニッセイ同和損害保険㈱ 337,000 250

  帝蚕倉庫㈱ 560,472 234

  ㈱ノザワ 594,000 140

  ㈱池田銀行 20,100 112

  ㈱ノーリツ 31,900 73

  モロゾフ㈱ 169,000 58

  日工㈱ 157,000 55

  ㈱神鋼環境ソリューション 240,000 52

  ㈱さくらケーシーエス 73,000 51

  三井製糖㈱ 105,000 47

  バンドー化学㈱ 50,000 30

  神戸電鉄㈱ 58,000 28

  その他16銘柄 71,847 57

計 4,425,526 4,392



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
   ２ 長期前払費用の( )内の金額は内書きで、１年以内に償却するため貸借対照表では流動資産の部に計上して

おります。 

  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 

又は 
償却累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 3,731 14 18 3,728 1,606 105 2,121

 構築物 140 1 3 139 113 3 25

 機械装置 536 12 5 543 441 20 101

 車両運搬具 25 8 5 28 14 4 14

 工具器具備品 444 41 19 467 345 56 121

 土地 382 ― 52 329 ― ― 329

 建設仮勘定 7 384 180 210 ― ― 210

有形固定資産計 5,269 463 284 5,447 2,520 190 2,926

無形固定資産

 営業権 9 ― ― 9 9 1 ―

 特許権 20 1 ― 21 2 2 18

 借地権 2 ― ― 2 ― ― 2

 ソフトウェア 788 99 20 867 203 165 664

 ソフトウェア仮勘定 ― 133 ― 133 ― ― 133

 電信電話加入権 9 ― ― 9 ― ― 9

無形固定資産計 830 235 20 1,044 215 170 829

長期前払費用 47 7 28 26 14 7
（4）

11

繰延資産

社債発行費 5 5 ― 10 4 2 5

繰延資産計 5 5 ― 10 4 2 5

建設仮勘定 賃貸建物の新設（綾部市） 210百万円

ソフトウエアおよびソフトウエア仮勘定 グループ情報システム 209百万円



【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、回収額等であります。 

２ 子会社投資損失引当金は、貸借対照表上では関係会社株式と相殺して表示しております。 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 336 1 20 35 282

子会社投資損失引当金 233 ― ― ― 233

賞与引当金 205 139 205 ― 139



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(Ｉ)流動資産 

１ 現金及び預金 

  

 
  

２ 受取手形 

(1) 部門別内訳 

  

 
  

(2) 期日別内訳 

  

 
  

(3) 割引手形の期日別内訳 

  

 
  

種類
現金 

(百万円)

預金(百万円)

合計
当座預金 普通預金 定期預金 外貨預金他 計

金額 13 608 89 420 80 1,198 1,212

部門別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

繊維部門 3,442 ㈱ナックス 741 田中センイ㈱ 559 ㈱グランディ 330

食品部門 389 関東食材㈱ 45 ㈱平野 30 キャセイ食品㈱ 20

物資部門 1,095 神栄マテリアル㈱ 527 ㈱新協和 444 藤倉商事㈱ 114

電子部門 348 ㈱第一科学 102 神栄コンデンサ㈱ 86 吉田精機㈱ 36

計 5,274

譲渡手形 2,451

割引手形 2,446

差引計 376

期日別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月以降 計

金額(百万円) 1,917 1,225 1,036 1,095 5,274

期日別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月以降 計

金額(百万円) 1,037 296 424 688 2,446



３ 売掛金 

(1) 部門別内訳 
  

 
  

(2) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) １ 算出方法 

 
  

 
２ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

４ 商品 
  

 
  

５ 未着商品 

 
  

  

部門別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

繊維部門 1,885 ㈱ナックス 183 三和㈱ 147 ㈱ヤギ 127

食品部門 3,125 尾家産業㈱ 115 ㈱ヤグチ 91 ふたば産業㈱ 82

物資部門 963 神栄マテリアル㈱ 618 松下電器産業㈱ 40
Tianjin Cariyan 
Wooden Co., Ltd.

34

電子部門 549 ㈱第一科学 82 シャープ㈱ 72
日立アプライアンス
㈱

70

計 6,524

期首残高 
(百万円) 

 
Ａ

当期発生高 
(百万円) 

 
Ｂ

当期回収高
(百万円) 

 
Ｃ

差引期末残高
(百万円) 

 
Ｄ

回収率(％) 滞留期間(日)

5,900 45,286 44,662 6,524 87.3 50.1

回収率 ＝
Ｃ

× 100
Ａ＋Ｂ

滞留期間 ＝

Ａ＋Ｄ

２

Ｂ

365

品目 金額(百万円) 品目 金額(百万円)

繊維製品・原糸 1,090
湿度センサ・環境機器・
電気製品・電子部品

228

冷凍食品・水産物・農産物 4,864

生活雑貨 11 計 6,195

品目 金額(百万円) 品目 金額(百万円)

繊維製品・原糸 2
湿度センサ・環境機器・
電気製品・電子部品

―

冷凍食品・水産物・農産物 200

建築資材 6 計 209



(Ⅱ)固定資産 

１ 関係会社株式 

  

 
  

(Ⅲ)流動負債 

１ 支払手形 

(1) 部門別内訳 
  

 
  

(2) 期日別内訳 

  

 
  

会社名 金額(百万円)

㈱新協和 1,414

神栄マテリアル㈱ 644

神栄コンデンサ㈱ 470

九州シンエイ電子㈱ 400

エスケー電子㈱ 344

吉田精機㈱ 277

Shinyei Corp. of America 105

その他３社 110

計 3,765

部門別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

繊維部門 913 東レ㈱ 118 ㈱大森廻漕店 54 関本㈱ 36

食品部門 61 ㈱フリゴ 55

物資部門 456 旭化成建材㈱ 318 ㈱森津工務店 138

電子部門 58 伸和電器㈱ 20 ㈱芝浦電子 6 ㈱ダイナ 5

計 1,490

期日別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月以降 計

金額(百万円) 608 526 248 106 1,490



２ 買掛金 

  

 
  

３ 短期借入金 

  

 
  

４ 預り金 

  

 
  

部門別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

繊維部門 887
神栄（上海）貿易
有限公司

124 東レ㈱ 63
Changzhou  Foreign 
Trade Corp.

29

食品部門 467 ㈱ＪＡＬＵＸ 54 茨城水産㈱ 50 青島中墾進出口公司 31

物資部門 323 ㈱小松製作所 119 神栄マテリアル㈱ 101 旭化成建材㈱ 32

電子部門 337 九州シンエイ電子㈱ 69
Shinyei Kaisha 
Electronics(M)SDN. 
BHD.

64
㈱ノリタケカンパニ
ー

62

計 2,016

借入先
金額 

(百万円)
最終返済期日 借入先

金額
(百万円)

最終返済期日

㈱みなと銀行 1,500 平成20年３月31日 ㈱中国銀行 300 平成19年６月29日

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 806 平成19年７月19日 ㈱伊予銀行 200 平成19年８月24日

農林中央金庫 500 平成19年５月31日 ㈱池田銀行 200 平成19年７月31日

中央三井信託銀行㈱ 400 平成19年９月27日 小計 5,084

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 400 平成19年９月28日
１年以内返済予定の
長期借入金

1,984

㈱京都銀行 400 平成19年６月29日
計 7,068

㈱三井住友銀行 378 平成19年６月29日

部門別 金額(百万円) 部門別 金額(百万円)

繊維部門 131 電子部門 0

食品部門 32 関係会社預り金 2,299

物資部門 3 計 2,467



(Ⅳ)固定負債 

  

１ 長期借入金 

  

 
(注) 金額欄の(内書)は、１年以内に返済予定の金額を示し、貸借対照表では流動負債の部に計上しております。 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

借入先
金額 

(百万円)
最終返済期日 借入先

金額
(百万円)

最終返済期日

㈱三井住友銀行
(570)
1,972

平成23年９月30日 ㈱伊予銀行
(140)
355

平成23年11月30日

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
(350)
1,060

平成23年11月17日 ㈱池田銀行
(100)
285

平成23年６月30日

農林中央金庫
(270)
795

平成23年11月15日 ㈱京都銀行
(80)
260

平成23年６月30日

㈱みなと銀行
(210)
740

平成23年10月31日 日本生命保険相互会社
(40)
150

平成23年11月24日

㈱中国銀行
(140)
555

平成23年９月30日 その他
(40)
115

平成22年12月16日

日本政策投資銀行
(44)
504

平成29年10月25日 合計
(1,984)
6,791



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 平成19年２月20日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりと

なりました。 

（平成19年５月７日から実施） 

 取扱場所 大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

      三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

 代理人  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

      三菱UFJ信託銀行株式会社 

 取次所  三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店 

      野村證券株式会社     全国本支店 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社     全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

  株券登録料 １枚につき500円

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社     全国本支店

  買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。 
(ホームページアドレス http://www.shinyei.co.jp/)

株主に対する特典 なし



２ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。 

 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売渡すことを請求する権利  

  



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 
 

臨時報告書 
 

平成18年４月26日 
近畿財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基
づく臨時報告書であります。

 
(2) 
 

 
有価証券報告書 
及びその添付書類

 
事業年度 
(第138期)

 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

 
平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(3)
  
半期報告書 
 

  
(第139期中) 

 

  
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

  
平成18年12月20日 
近畿財務局長に提出。

(4) 臨時報告書
平成19年２月21日 
近畿財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基

づく臨時報告書であります。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明

細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、神栄株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４ 会計処理基準に関する事項(3)④に記載されていると

おり、会社は役員退職慰労金に関する会計方針を連結子会社４社について、支出時の費用として処理する方

法から内規に基づく連結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。  

また、会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により連結財務諸表を作成している。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎    寛    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月26日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、神栄株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は輸入仕入に係る諸掛費の計上区分及びたな卸資産への配分方法に

ついて、部門を単位として算定し、費用処理額を「保管料荷役料」等として販売費及び一般管理費に計上す

る方法から、品目毎に算定し、費用処理額を売上原価に計上する方法に変更した。 

また、会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎    寛    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第138期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、神栄株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎    寛    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月26日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第139期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、神栄株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は輸入仕入に係る諸掛費の計上区分及びたな卸資産への配分方法に

ついて、部門を単位として算定し、費用処理額を「保管料荷役料」等として販売費及び一般管理費に計上す

る方法から、品目毎に算定し、費用処理額を売上原価に計上する方法に変更した。 

また、会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎    寛    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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